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条 例

規 則

広島市長　　松　井　一　實

広島市長　　松　井　一　實

広島市長　　松　井　一　實
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広島市長　　松　井　一　實

広島市長　　松　井　一　實
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広島市告示第４４号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ 日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項及び第

５３条第１項に規定する指定居宅サービス事業者及び指定介護予

防サービス事業者として次に掲げる者を指定したので，同法第７

８条第１号及び第１１５条の１０第１号の規定により告示します。

　指定年月日　令和４年２月１日

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示第４５号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ 日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項に規定

する指定居宅サービス事業者として次に掲げる者を指定したの

で，同法第７８条第１号の規定により告示します。

　指定年月日　令和４年２月１日

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示第４６号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ 日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の４５の３

事業者 事業所
サービスの種類

名称 名称 所在地

株式会社ＵＴ
－Ｇ

ケアスペース
あるこ

広島市西区大
宮一丁目１番
３３－３０１
号

訪問介護

株式会社ｖｅ
ｒｔ

介護事業所そ
らいろ

広島市安佐南
区緑井二丁目
２８番３１号
長和ビル２０
４号室

訪問介護

株式会社ＣＡ
ＮＯＷ

ヘ ル パ ー ス
テーションし
るし

広島市佐伯区
旭園５番５８
号２階

訪問介護

トパーズ株式
会社

訪 問 看 護 ス
テーションマ
イカ

広島市中区東
白島町１０番
１７－２０１
号

訪問看護及び介
護予防訪問看護

株 式 会 社 オ
リーブ

訪 問 看 護 ス
テーションオ
リーブ

広島市安佐南
区長楽寺一丁
目３５番４号
コンフォート
マンモト２０
１号室

訪問看護及び介
護予防訪問看護

事業者 事業所
サービスの種類

名称 名称 所在地

株式会社共生 ＴＡＫＥ５

広島市安佐北
区口田南八丁
目１７番１８
号

通所介護

広島市長　　松　井　一　實

広島市長　　松　井　一　實

告 示
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第１項に規定する指定事業者として次に掲げる者を指定したの

で，広島市介護予防・日常生活支援総合事業の事業者指定等に関

する要綱第７条第１項の規定により告示します。

　指定年月日　令和４年２月１日

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示第４７号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ 日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

ので，同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り，次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　福屋八丁堀本店

　　所在地　広島市中区胡町６番地１ほか

２　大規模小売店舗を設置する者

　　株式会社福屋

　　代表取締役　大下　洋嗣

　　広島市中区胡町６番２６号

３　変更事項

　　大規模小売店舗の名称及び所在地　略

４　変更年月日

　　令和４年１月２０日

５　届出年月日

　　令和４年１月２６日

６　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市中区国泰寺町一丁目４番２１号

　　　広島市中区役所市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和４年２月１日から同年６月１日まで。ただし，広島市

の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９号）第１条

事業者 事業所
サービスの種類

名称 名称 所在地

株式会社ＵＴ
－Ｇ

ケアスペース
あるこ

広島市西区大
宮一丁目１番
３３－３０１
号

訪問介護サービ
ス，生活援助特
化型訪問サービ
ス

株式会社ｖｅ
ｒｔ

介護事業所そ
らいろ

広島市安佐南
区緑井二丁目
２８番３１号
長和ビル２０
４号室

訪問介護サービ
ス，生活援助特
化型訪問サービ
ス

株式会社ＣＡ
ＮＯＷ

ヘ ル パ ー ス
テーションし
るし

広島市佐伯区
旭園５番５８
号２階

訪問介護サービ
ス，生活援助特
化型訪問サービ
ス

第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により，当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は，この公告の

日から４月以内に限り，広島市に対し，意見書の提出により，

これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和４年６月１日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課



広島市告示第４８号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ４ 日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）第１４条第４項の規定により，医療扶助のための医療を担当

する機関として，次に掲げる機関を指定したので，生活保護法第

５５条の３第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示第４９号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ４ 日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

３０号）第１４条第４項の規定により，次に掲げる指定医療機関

から廃止の届出があったので，生活保護法第５５条の３第２号の

規定により告示します。

名称 所在地 指定年月日 指定有効期限

広島県オンラ
イン診療セン
ター

広島市中区東千
田町二丁目１１
－２０

令和４年１月
１４日

令和１０年１
月１３日

新本クリニッ
ク

広島市中区胡町
６－２６福屋１
１階

令和４年１月
１日

令和９年１２
月３１日

あおぞら薬局
広島市中区千田
町一丁目６－６

令和３年１２
月１日

令和９年１１
月３０日

訪 問 看 護 ス
テーションテ
ムス

広島市中区舟入
町８－２３－２
０１

令和３年８月
１日

令和９年７月
３１日

わかた歯科医
院

広島市南区宇品
神田五丁目２０
－１３加島ビル
１０２

令和４年２月
１日

令和１０年１
月３１日



―８―　第１１０２号 令和４年３月３１日広 島 市 報

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる指定医療機関　略



広島市告示第５０号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ４ 日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条第１項及び

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律

第３０号）第１４条第４項の規定により，医療扶助のための施術

者として次に掲げる者を指定したので，生活保護法第５５条の３

第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる者　略



広島市告示第５１号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ９ 日　

　都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１９条第１項の規

定により，広島圏都市計画（広島平和記念都市建設計画）地区計

画を決定したので，同法第２０条第１項の規定により，次のとお

り告示します。

　なお，都市計画法第２０条第２項の規定により，関係図書を広

島市都市整備局都市計画課，安芸区役所農林建設部建築課におい

て縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　都市計画の種類

　　広島圏都市計画（広島平和記念都市建設計画）地区計画

　　名称，位置及び区域

２　縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市都市整備局都市計画課

　　広島市安芸区船越南三丁目４番３６号

　　　安芸区役所農林建設部建築課



広島市告示第５２号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ９ 日　

　都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１９条第１項の規

定により，広島圏都市計画（広島平和記念都市建設計画）地区計

画を決定したので，同法第２０条第１項の規定により，次のとお

り告示します。

　なお，都市計画法第２０条第２項の規定により，関係図書を広

島市都市整備局都市計画課，西区役所建設部建築課において縦覧

に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

名称 位置及び区域

瀬野四丁目地区　地区計画
（決定）

広島市安芸区瀬野四丁目の
一部

１　都市計画の種類

　　広島圏都市計画（広島平和記念都市建設計画）地区計画

　　名称，位置及び区域

２　縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市都市整備局都市計画課

　　広島市西区福島町二丁目２番１号

　　　西区役所建設部建築課



広島市告示第５３号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ９ 日　

　都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項にお

いて準用する同法第１９条第１項の規定により，広島圏都市計画

（広島平和記念都市建設計画）道路を変更したので，同法第２１

条第２項において準用する同法第２０条第１項の規定により，次

のとおり告示し，同条第２項により同法第１４条第１項に規定す

る図書を縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　都市計画の種類

　　広島圏都市計画（広島平和記念都市建設計画）道路

　　３・５・２０９号　駅前線

２　都市計画を変更する土地の区域

　　広島市佐伯区の五日市駅前一丁目，五日市駅前二丁目，五日

市駅前三丁目，皆賀二丁目，皆賀三丁目，五日市町昭和台，五

日市町皆賀，五日市町中地，五日市町美鈴園，八幡東一丁目，

八幡東三丁目

３　図書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　広島市都市整備局都市計画課



広島市告示第５４号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ９ 日　

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第５２条第１項第８

号，第５３条第１項第６号，第５６条第１項第２号ニ及び別表第

３の５の項（に）の欄の規定に基づき，広島圏都市計画区域内の

用途地域の指定のない区域のうち市街化調整区域内の建築物につ

いて，容積率，建蔽率及び建築物の各部分の高さの限度を変更し

たので告示します。

　なお，この関係図書は広島市都市整備局指導部建築指導課にお

いて縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

名称 位置及び区域

広島イノベーション・テク 
ノ・ポート地区　地区計画 
（決定）

広島市西区観音新町四丁目
の一部

第５２条第１項第８号の規定に基づき定
める区域

第５２条第１項第８
号の規定に基づき定



第１１０２号　―９―令和４年３月３１日 広 島 市 報

別図１～別図９　略



広島市告示第５５号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ９ 日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第４項

において準用する同法第５０条の２及び中国残留邦人等の円滑な

帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の

自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第４

項の規定により，次に掲げる指定介護機関から事業の廃止の届出

があったので，生活保護法第５５条の３第２号の規定により告示

します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる指定介護機関　略



める数値

１　市街化調整区域のうち２の項から５
の項までに掲げる区域を除く区域

１０分の１０

２　平成１６年広島市告示第２１２号
（以下「旧告示」という。）の施行の際，
次の各号のいずれかに該当する区域

　　旧告示の施行の際，現に存する建
築物又は現に建築，修繕若しくは模
様替の工事中の建築物の敷地の区域
で容積率が１０分の１０を超えてい
る区域

　　都市計画法（昭和４３年法律第１
００号）第４１条第１項の規定に基
づき容積率が１０分の１０を超え１
０分の２０以下と定められている区
域

１０分の２０

３　旧告示の施行の際，都市計画法第４
１条第１項の規定に基づき容積率が１
０分の２０を超え１０分の３０以下と
定められている区域

１０分の３０

４　旧告示の施行の際，都市計画法第４
１条第１項の規定に基づき容積率が１
０分の３０を超えて定められている区
域

１０分の４０

５　都市計画法第１２条の４第１項の規
定に基づく地区計画の区域（別図２の
Ａ並びに別図３のＢ並びに別図４のＣ
並びに別図５のＤ及びＥ並びに別図６
のＦ並びに別図７のＧ並びに別図８の
Ｈ並びに別図９のＩの部分に限る。）
内において，同法第１２条の５第７項
の規定に基づき容積率を１０分の２０
と定める区域

１０分の２０

第５３条第１項第６号の規定に基づき定
める区域

第５３条第１項第６
号の規定に基づき定
める数値

１　市街化調整区域のうち２の項から５
の項に掲げる区域を除く区域

１０分の５

２　旧告示の施行の際，次の各号のいず
れかに該当する区域

　　旧告示施行の際，現に存する建築
物又は現に建築，修繕若しくは模様
替の工事中の建築物の敷地の区域で
建蔽率が１０分の５を超えている区
域

　　都市計画法第４１条第１項の規定
に基づき建蔽率が１０分の５を超え
１０分の６以下と定められている区
域

１０分の６

３　旧告示の施行の際，都市計画法第４
１条第１項の規定に基づき建蔽率が１
０分の６を超えて定められている区域

１０分の７

４　都市計画法第１２条の４第１項の規
定に基づく地区計画の区域（別図３の
Ｂ並びに別図４のＣ並びに別図５のＥ
並びに別図６のＦ並びに別図７のＧ並
びに別図８のＨ並びに別図９のＩの部
分に限る。）内において，同法第１２
条の５第７項の規定に基づき建蔽率を
１０分の６と定める区域

１０分の６

５　都市計画法第１２条の４第１項の規
定に基づく地区計画の区域（別図２の
Ａ及び別図５のＤの部分に限る。）内
において，同法第１２条の５第７項の

１０分の７

規定に基づき建蔽率を１０分の７と定
める区域

第５６条第１項第２号ニの規定に基づき
定める区域

第５６条第１項第２
号ニの規定に基づき
定める数値

１　市街化調整区域のうち２の項及び３
の項に掲げる区域を除く区域

１．２５

２　旧告示の施行の際，都市計画法第４
１条第１項の規定に基づき建築物の各
部分の高さの制限について「近隣商業
地域に準ずる」又は「商業地域に準ず
る」と定められている区域

２．５

３　都市計画法第１２条の４第１項の規
定に基づく地区計画の区域（別図２の
Ａ並びに別図３のＢ並びに別図５のＤ
並びに別図６のＦの部分に限る。）内
において，同法第１２条の５第７項の
規定に基づき，建築物の高さの最高限
度について「隣地境界線までの水平距
離のうち最小のものに相当する距離を
加えたものに２．５を乗じて得たもの」
と定める区域

２．５

法別表第３の５の項（に）の欄の規定に
基づき定める区域

法別表第３の５の項
（に）の欄の規定に
基づき定める数値

１　市街化調整区域のうち２の項及び３
の項に掲げる区域を除く区域

１．２５

２　旧告示の施行の際，都市計画法第４
１条第１項の規定に基づき建築物の各
部分の高さの制限について「近隣商業
地域に準ずる」又は「商業地域に準ず
る」と定められている区域

１．５

３　都市計画法第１２条の４第１項の規
定に基づく地区計画の区域（別図２の
Ａ並びに別図３のＢ並びに別図５のＤ
並びに別図６のＦの部分に限る。）内
において，同法第１２条の５第７項の
規定に基づき，建築物の高さの最高限
度について「前面道路の反対側の境界
線までの水平距離に１．５を乗じて得
たもの」と定める区域

１．５
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広島市告示第５６号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ９ 日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項

及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国

残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年

法律第３０号）第１４条第４項の規定により，介護扶助のための

介護を担当する機関として，次に掲げる介護機関を指定したの 

で，生活保護法第５５条の３第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示第５７号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ９ 日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第４項

において準用する同法第５０条の２及び中国残留邦人等の円滑な

帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の

自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第４

項の規定により，次に掲げる指定介護機関から事業の廃止の届出

があったので，生活保護法第５５条の３第２号の規定により告示

します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる指定介護機関　略



広島市告示第５８号　

令和４年２月１０日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第２

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

ので，同条第３項が準用する同法第５条第３項の規定により，次

のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　福屋八丁堀本店

　　所在地　広島市中区胡町６番地１ほか

２　大規模小売店舗を設置する者

　　株式会社福屋

　　代表取締役　大下　洋嗣

　　広島市中区胡町６番２６号

３　変更事項

　　大規模小売店舗の施設の配置に関する事項　略

　　大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項　略

４　変更年月日

　　平成２５年６月１日

５　届出年月日

　　令和４年２月７日

名称 所在地 指定年月日

サンキ・ウエルビィ
介護センター江波

広島市中区江波二本松一
丁目１０番３号

令和３年１１
月１日

６　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市中区国泰寺町一丁目４番２１号

　　　広島市中区役所市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和４年２月１０日から同年６月１０日まで。ただし，広

島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９号）第

１条第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定に基づき，当該大

規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持

のために配慮すべき事項について意見を有する者は，この公告

の日から４月以内に限り，広島市に対し，意見書の提出により，

これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和４年６月１０日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課



広島市告示第５９号　

令和４年２月１０日　

　広島市市営住宅等条例（平成９年広島市条例第３５号）第１４

条の規定に基づき，市営住宅の家賃を次のとおり変更します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　変更内容（対象住宅，変更後の家賃）

　　別紙のとおり。

２　変更期間

　　令和４年２月１４日から令和４年３月３１日まで

３　変更理由

　　浴槽・風呂釜設置等

別紙　略



広島市告示第６０号　

令和４年２月１４日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項

及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国

残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年

法律第３０号）第１４条第４項の規定により，介護扶助のための

介護を担当する機関として，次に掲げる介護機関を指定したの 

で，生活保護法第５５条の３第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



第１１０２号　―１１―令和４年３月３１日 広 島 市 報



広島市告示第６１号　

令和４年２月１４日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

３０号）第１４条第４項の規定により，次に掲げる指定医療機関

から変更の届出があったので，生活保護法第５５条の３第２号の

規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる指定医療機関　略



広島市告示第６２号　

令和４年２月１４日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条第１項及び

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律

第３０号）第１４条第４項の規定により，医療扶助のための施術

者として次に掲げる者を指定したので，生活保護法第５５条の３

第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる者　略



広島市告示第６３号　

令和４年２月１４日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７７条第１項第５号

及び第１１５条の４５の９第６号の規定に基づき，次の居宅サー

ビス事業及び介護予防・日常生活支援総合事業における第一号通

所事業の指定の一部の効力を停止（利用者の新規受入停止）しま

すので，告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

指定の一部の効
力の停止期間

令和４年４月１日から同年９月３０日まで



広島市告示第６４号　

令和４年２月１４日　

　以下の者について，子ども・子育て支援法（平成２４年法律第

６５号）第３０条の１１第１項の確認をしましたので，同法第５

８条の１１第１号の規定により公示します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　子ども・子育て支援施設等の種類

　　児童福祉法第５９条の２第１項に規定する認可外保育施設

（第７条第１０項第４号関係）

２　特定子ども・子育て支援提供者の名称，提供する施設又は事

業所の名称及び所在地

　　別紙のとおり

３　確認年月日

　　令和４年２月１日

別紙　略



広島市告示第６５号　

令和４年２月１６日　

　次の者を指定納付受託者に指定したので，地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第２３１条の２の３第２項に定めるところに

より，告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　指定納付受託者の名称，住所又は事務所の所在地

　　名称　ブリッジ・モーション・トゥモロー株式会社

　　事務所の所在地　東京都品川区西五反田七丁目７番７号　

ＳＧスクエア７Ｆ

２　指定をした日

　　令和４年２月１６日



広島市告示第６６号　

令和４年２月１７日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７８条の５第２項又

は第１１５条の１５第２項の規定により，次に掲げる者から指定

地域密着型サービス事業又は指定地域密着型介護予防サービス事

業の廃止の届出があったので，同法第７８条の１１第２号又は第

１１５条の２０第２号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる者　略



広島市告示第６７号　

名称 所在地 指定年月日

ふくだの里ヘルパー
ステーション

広島市東区福田四丁目３
９５９番地１

平成１２年４
月１日

横山内科クリニック
訪問介護事業所

広島市中区西十日市町１
番１９号

平成１２年４
月１日

広島市城山北・城南
地 域 包 括 支 援 セ ン
ター

広島市安佐南区緑井六丁
目３７番５－１０２号

平成１８年４
月１日

菱和ヘルパーステー
ション

広島市中区住吉町１０番
２号正岡ビル１０３号

平成１５年６
月１日

サンキ・ウエルビィ
広 島 福 祉 用 具 セ ン
ター

広島市西区商工センター
六丁目１番１１号

令和３年１２
月１日

花木歯科医院
広島市中区広瀬北町５番
１－１０１号

平成２１年９
月１日

事業者の名称
株式会社ユニマットリタイアメント・コミュ
ニティ

事業所の名称 広島中筋ケアセンターそよ風

事業所の所在地 広島市安佐南区中筋一丁目１５番１０号

サービスの種類 通所介護及び１日型デイサービス



―１２―　第１１０２号 令和４年３月３１日広 島 市 報

令和４年２月１８日　

　公共下水道の供用を次のとおり開始するので，下水道法（昭和

３３年法律第７９号）第９条第１項の規定により告示します。

　なお，関係図面は，下水道局施設部計画調整課において縦覧に

供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　供用を開始する年月日

　　令和４年２月２０日

２　下水を排除する区域及び排水施設の方式

　　別紙のとおり。

３　供用を開始する排水施設の位置

　　下水道局施設部計画調整課において縦覧に供する関係図面の

とおり。

（別　紙）



広島市告示第６８号　

令和４年２月１８日　

　公共下水道の終末処理場による下水の処理を，次のとおり開始

するので，下水道法（昭和３３年法律第７９号）第９条第２項に

おいて準用する同条第１項の規定により告示します。

　なお，関係図面は，下水道局施設部計画調整課において縦覧に

供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　下水の処理を開始する年月日

　　令和４年２月２０日

２　下水を処理する区域並びに終末処理場の位置及び名称

　　別紙のとおり。

（別　紙）

区分
下水を排除する区域 排水施設

の方式区名 町名

汚水及び
雨水を排除

南区 宇品御幸五丁目の一部 合流

汚水を排除

東区
福田五丁目及び温品四丁目
の各一部

分流安佐南区
川内六丁目，上安三丁目，
高取北一丁目及び伴東二丁
目の各一部

安佐北区
深川七丁目，大林四丁目及
び可部南五丁目の各一部

下水を処理する区域 終末処理場の位置
及び名称区名 町名

南区 宇品御幸五丁目の一部

位置：広島市南区宇品
東四丁目２番２
７号

名称：広島市旭町水資
源再生センター

東区 福田五丁目の一部

位置：広島市西区扇一
丁目１番１号

名称：広島市西部水資
安佐南区

川内六丁目，上安三丁目，
高取北一丁目及び伴東二丁
目の各一部



広島市告示第６９号　

令和４年２月１８日　

　農業集落排水処理施設の供用を次のとおり開始するので，広島

市下水道条例（昭和４７年広島市条例第９６号）第２１条第２項

の規定により告示します。

　なお，関係図面は，下水道局施設部計画調整課において縦覧に

供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　供用を開始する年月日

　　令和４年２月２０日

２　汚水を排除し，及び処理する区域並びに排水処理施設の名称



広島市告示第７０号　

令和４年２月１８日　

　道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定に

基づき，次の市道の路線を廃止します。その関係図面は，令和４

年２月１８日から令和４年３月４日まで広島市道路交通局道路管

理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示第７１号　

令和４年２月１８日　

　道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条の規定に基づき，

市道の路線を次のように認定します。

　その関係図面は，令和４年２月１８日から令和４年３月４日ま

で広島市道路交通局道路管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

汚水を排除し，
及び処理する区域

排水処理施設の名称

沼田町大字阿戸の一部 戸山農業集落排水処理施設

白木町大字三田の一部 上三田農業集落排水処理施設

白木町大字秋山の一部 須沢農業集落排水処理施設

整理
番号

路線名
起点

終点

17540
安佐北３区
８８４号線

安佐北区亀山南二丁目２０７番地１地
先

安佐北区亀山南二丁目８８番地２地先

17541
安佐北３区
９７０号線

安佐北区亀山南二丁目２５４番地２地
先

安佐北区亀山南一丁目２６２番地地先

安佐北区
深川七丁目，大林四丁目及
び可部南五丁目の各一部

源再生センター

東区 温品四丁目の一部

位置：広島市南区向洋
沖町１番１号

名称：太田川流域下水
道東部浄化セン
ター



第１１０２号　―１３―令和４年３月３１日 広 島 市 報

整理
番号

路線名
起点

終点

17542
南４区８７
３号線

南区仁保二丁目３６６番地１２地先

南区仁保二丁目３６６番地１１地先

17543
安佐北１区
１６４号線

安佐北区白木町大字三田字下大椿３８
６７番地５地先

安佐北区白木町大字三田字上大椿３１
８７番地３地先

17544
安佐北２区
１１２９号
線

安佐北区深川四丁目２５１４番地４地
先

安佐北区深川四丁目２４５９番地２地
先

17545
安佐北２区
１１３０号
線

安佐北区深川四丁目２５９３番地２地
先

安佐北区深川四丁目２５２９番地３地
先

17546
安佐北３区
８８４号線

安佐北区亀山南二丁目２０７番地１地
先

安佐北区亀山南一丁目１００６番地２
７地先

17547
安佐北３区
９７０号線

安佐北区亀山南二丁目１００９番地１
地先

安佐北区亀山南一丁目１００２番地８
地先

17548
安佐北３区
９９９号線

安佐北区亀山南二丁目１０８２番地２
地先

安佐北区亀山一丁目７４１番地地先

17549
安佐北３区
１０００号
線

安佐北区亀山南一丁目１０１２番地９
地先

安佐北区亀山南一丁目１２１番地４地
先

17550
佐伯１区５
３６号線

佐伯区五日市町大字上河内字南垣内５
４１番地９地先

佐伯区五日市町大字上河内字南垣内５
４１番地１２地先

17551
佐伯４区５
８４号線

佐伯区皆賀一丁目１９１番地２地先

佐伯区皆賀一丁目１９１番地９地先



広島市告示第７２号　

令和４年２月１８日　

　道路の区域を次のように決定したので，道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき，告示します。

　その関係図面は，令和４年２月１８日から令和４年３月４日ま

で広島市道路交通局道路管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

道路の
種類

路線名 敷地の幅員 敷地の延長

市　道
南４区８７
３号線

4.00
～　
8.00

メートル メートル
28.38

市　道
安佐北１区
１６４号線

3.00
メートル メートル

650.66

安佐北２区 3.60 メートル メートル

市　道 １１２９号
線

～　
4.50

348.61

市　道
安佐北２区
１１３０号
線

4.00
メートル メートル

305.86

市　道
安佐北３区
８８４号線

4.00
～　

16.60

メートル メートル
101.10

市　道
安佐北３区
９７０号線

9.00
～　

30.80

メートル メートル
161.10

市　道
安佐北３区
９９９号線

9.60
～　

30.80

メートル メートル
592.00

市　道
安佐北３区
１０００号
線

6.00
～　

13.00

メートル メートル
93.20

市　道
佐伯１区５
３６号線

6.00
～　

13.60

メートル メートル
40.16

市　道
佐伯４区５
８４号線

6.02
～　

10.02

メートル メートル
85.61



広島市告示第７３号　

令和４年２月１８日　

　道路の供用を次のように開始するので，道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は，令和４年２月１８日から令和４年３月４日ま

で広島市道路交通局道路管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

道路の
種類

路線名 供用開始区間 供用開始の期日

市　道
南４区
８７３
号線

南区仁保二丁目３６６番地
１２地先 令和４年２月１

８日南区仁保二丁目３６６番地
１１地先

市　道

安佐北
３区９
７０号
線

安佐北区亀山南二丁目１０
０９番地１地先 令和４年２月１

８日安佐北区亀山南一丁目２６
３番地２地先

市　道

安佐北
３区９
９９号
線

安佐北区亀山南二丁目１０
８２番地２地先 令和４年２月１

８日安佐北区亀山南一丁目１０
２０番地３地先

市　道

安佐北
３区１
０００
号線

安佐北区亀山南一丁目１０
１２番地９地先 令和４年２月１

８日安佐北区亀出南一丁目１０
１２番地９地先

市　道
佐伯１
区５３
６号線

佐伯区五日市町大字上河内
字南垣内５４１番地９地先

令和４年２月１
８日佐伯区五日市町大字上河内

字南垣内５４１番地１２地
先

市　道
佐伯４
区５８

佐伯区皆賀一丁目１９１番
地２地先 令和４年２月１
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広島市告示第７４号　

令和４年２月２１日　

　令和４年度の路面復旧監督費の単価を別紙のとおり定める。

　なお，この単価は，令和４年４月１日以後に申請を受理した道

路の占用の許可又は工事の承認に基づき施工される掘削跡の復旧

工事について適用する。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示第７５号　

令和４年２月２２日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条又は第１１条の規定に基づき保管してい

る自転車等について，所有権を取得したので告示します。

　なお，関係台帳は，広島市道路交通局自転車都市づくり推進課

において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示第７６号　

令和４年２月２２日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

ので，同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り，次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　エールエールＡ館

　　所在地　広島市南区松原町９番１４

２　大規模小売店舗を設置する者

　　広島駅南口開発株式会社

　　代表取締役社長　若林　健祐

　　広島市南区松原町９番１号

　　ほか３１名

３　変更事項

　　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

　　（変更前）別紙１のとおり

　　（変更後）別紙２のとおり

４　変更年月日

　　別紙２のとおり

５　届出年月日

　　令和４年２月１７日

６　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市南区皆実町一丁目５番４４号

　　　広島市南区役所市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和４年２月２２日から同年６月２２日まで。ただし，広

島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９号）第

１条第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により，当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は，この公告の

日から４月以内に限り，広島市に対し，意見書の提出により，

これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和４年６月２２日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

別紙１及び別紙２　略



広島市告示第７７号　

令和４年２月２２日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

ので，同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り，次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　ゆめタウン園

　　所在地　広島市安佐南区西原五丁目４２６番１ほか

２　大規模小売店舗を設置する者

　　株式会社イズミ

　　代表取締役社長　山西　泰明

　　広島市東区二葉の里三丁目３番１号

３　変更事項

　　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　（変更前）別紙のとおり

　　（変更後）別紙のとおり

４　変更年月日

　　別紙のとおり

５　届出年月日

　　令和４年２月１７日

４号線 佐伯区皆賀一丁目１９１番
地９地先

８日
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６　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市安佐南区古市一丁目３３番１４号

　　　広島市安佐南区役所市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和４年２月２２日から同年６月２２日まで。ただし，広

島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９号）第

１条第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により，当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は，この公告の

日から４月以内に限り，広島市に対し，意見書の提出により，

これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和４年６月２２日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

別紙　略



広島市告示第７８号　

令和４年２月２２日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

ので，同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り，次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　ゆめマート二葉の里

　　所在地　広島市東区二葉の里三丁目３番１号

２　大規模小売店舗を設置する者

　　株式会社泉不動産

　　代表取締役　三家本　達也

　　広島市西区商工センター二丁目３番１号

３　変更事項

　　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名　略

４　変更年月日

　　①平成３１年４月２５日

　　②令和２年４月２８日

５　届出年月日

　　令和４年２月１７日

６　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市東区東蟹屋町９番３８号

　　　広島市東区役所市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和４年２月２２日から同年６月２２日まで。ただし，広

島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９号）第

１条第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により，当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は，この公告の

日から４月以内に限り，広島市に対し，意見書の提出により，

これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和４年６月２２日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課



広島市告示第７９号　

令和４年２月２４日　

　広島農業振興地域整備計画を変更したので，農業振興地域の整

備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）第１３条第４項にお

いて準用する同法第１２条第１項の規定により公告します。

　なお，変更後の広島農業振興地域整備計画書又はその写しは，

広島市経済観光局農林水産部農政課，安佐南区役所農林建設部農

林課，安佐北区役所農林建設部農林課，安芸区役所農林建設部農

林課及び佐伯区役所農林建設部農林課において，下記のとおり一

般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

記

縦覧日及び縦覧時間

　広島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９号）第

１条第１項に規定する休日を除き毎日午前８時３０分から午後５

時１５分まで



広島市告示第８０号　

令和４年２月２４日　

　開発行為に関する工事が完了したので，都市計画法（昭和４３

年法律第１００号）第３６条第３項の規定により次のとおり公告

します。
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広島市長　　松　井　一　實　

１　開発区域又は工区に含まれる地域の名称

　　広島市西区観音新町四丁目の２８７４番１，２８７４番３０

の一部，２８７４番１４９の一部及び２８７４番１５５

２　開発面積

　　８０，３６５．９２㎡

３　許可を受けた者の住所及び氏名

　　広島市西区草津新町二丁目２１番６９－１１号

　　大和ハウス工業株式会社広島支社

　　支配人　向井　和也

４　検査済証交付年月日

　　令和４年２月２４日



広島市告示第８３号　

令和４年２月２５日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）第１４条第４項の規定により，医療扶助のための医療を担当

する機関として，次に掲げる機関の指定の更新をしたので，生活

保護法第５５条の３第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる機関　略



広島市告示第８４号　

令和４年２月２５日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）第１４条第４項の規定により，医療扶助のための医療を担当

する機関として，次に掲げる機関の指定の更新をしたので，生活

保護法第５５条の３第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる機関　略



広島市告示第８５号　

令和４年２月２５日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）第１４条第４項の規定により，医療扶助のための医療を担当

する機関として，次に掲げる機関を指定したので，生活保護法第

５５条の３第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

名称 所在地 指定年月日 指定有効期限



広島市告示第８６号　

令和４年２月２５日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条第１項及び

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律

第３０号）第１４条第４項の規定により，医療扶助のための施術

者として次に掲げる者を指定したので，生活保護法第５５条の３

第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる者　略



広島市告示第８７号　

令和４年２月２５日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条第２項にお

いて準用する同法第５０条の２及び中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第４項の

規定により，医療扶助のための施術者から変更の届出があったの

で，生活保護法第５５条の３第２号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

医療扶助のための施術者　略



広島市告示第８８号　

令和４年２月２８日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条第２項の規定

により，次に掲げる者から指定居宅介護支援事業の廃止の届出が

あったので，同法第８５条第２号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる者　略



広島市告示第８９号　

令和４年２月２８日　

　広島市介護予防・日常生活支援総合事業の事業者指定等に関す

る要綱第６条第５項の規定により，次に掲げる者から指定事業者

の廃止の届出があったので，同要綱第７条第１項の規定により告

示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる者　略



訪 問 看 護 ス
テーションマ
イカ

広島市中区東白
島町１０－１７
－２０１

令和４年２月
１日

令和１０年１
月３１日

コールメディ
カルクリニッ
ク広島

広島市西区古田
台二丁目１２－
９

令和元年１２
月１日

令和７年１１
月３０日
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広島市告示第９０号　

令和４年２月２８日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７８条の５第２項の

規定により，次に掲げる者から指定地域密着型サービス事業の廃

止の届出があったので，同法第７８条の１１第２号の規定により

告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる者　略



広島市告示第９１号　

令和４年２月２８日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条第２項の規定

により，次に掲げる者から指定居宅介護支援事業の廃止の届出が

あったので，同法第８５条第２号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる者　略



広島市告示（中区）第２０号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ４ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し，広島市西部自転車等保管所において保管した

ので，同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお，今後相当の間保管した後，申出のない自転車等について

は，処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（中区）第２１号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ４ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し，広島市西部自転車等保管所において保管した

ので，同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお，今後相当の間保管した後，申出のない自転車等について

は，処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（中区）第２２号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ４ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し，広島市西部自転車等保管所において保管した

ので，同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお，今後相当の間保管した後，申出のない自転車等について

は，処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（中区）第２３号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ４ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し，広島市西部自転車等保管所において保管した

ので，同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお，今後相当の間保管した後，申出のない自転車等について

は，処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（中区）第２４号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ４ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し，広島市西部自転車等保管所において保管した

ので，同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお，今後相当の間保管した後，申出のない自転車等について

は，処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（中区）第２５号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ６ 日　

　本市が管理する駐輪場内に，長期間駐車されていた下記自転車

等については，２月４日に広島市西部自転車等保管所へ移動した

ので告示します。

　なお，今後相当の間保管した後，申出のない自転車等について

は，処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（中区）第２６号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ６ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し，広島市西部自転車等保管所において保管した

ので，同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお，今後相当の間保管した後，申出のない自転車等について

は，処分します。
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広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（中区）第２７号　

令 和 ４ 年 ２ 年 １ ６ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し，広島市西部自転車等保管所において保管した

ので，同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお，今後相当の間保管した後，申出のない自転車等について

は，処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（中区）第２８号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ６ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し，広島市西部自転車等保管所において保管した

ので，同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお，今後相当の間保管した後，申出のない自転車等について

は，処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（中区）第２９号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ６ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し，広島市西部自転車等保管所において保管した

ので，同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお，今後相当の間保管した後，申出のない自転車等について

は，処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（中区）第３０号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ ２ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し，広島市西部自転車等保管所において保管した

ので，同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお，今後相当の間保管した後，申出のない自転車等について

は，処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（中区）第３１号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ ２ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し，広島市西部自転車等保管所において保管した

ので，同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお，今後相当の間保管した後，申出のない自転車等について

は，処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（中区）第３２号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ ２ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し，広島市西部自転車等保管所において保管した

ので，同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお，今後相当の間保管した後，申出のない自転車等について

は，処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（東区）第１１号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により自転車を撤去し，広

島市西部自転車等保管所において保管したので，同条例第１２条

第１項の規定により次のとおり告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（東区）第１２号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ３ 日　

　道路の区域を次のように変更するので，道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は，令和４年２月３日から同月１７日まで広島市

東区役所建設部維持管理課において一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

道路の
種類

路線名 変更区間
旧新
別

敷地の幅員 敷地の延長

東１区

東区福田八
丁目９６７
番地地先か
ら

旧

メートル
3.90
～

4.10

メートル

27.50
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広島市告示（東区）第１７号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ０ 日　

　道路の供用を次のように開始するので，道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は，令和４年２月１０日から同月２４日まで広島

市東区役所建設部維持管理課において一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（東区）第１８号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ ４ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により自転車を撤去し，広

島市西部自転車等保管所において保管したので，同条例第１２条

第１項の規定により次のとおり告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（東区）第１９号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ ４ 日　

　天神川駅北第一自転車等駐車場及び矢賀駅自転車等駐車場に長

期間駐車されていた下記自転車については，令和４年２月１５日

に広島市西部自転車等保管所へ移動したので，告示します。

　なお，今後相当の間保管した後，申出のない自転車については，

処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（東区）第２０号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ ５ 日　

　道路の区域を次のように変更するので，道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

道路の
種類

路線名 供用開始区間 供用開始の期日

市　道
東２区
７３号
線

東区戸坂大上三丁目１７４
９番地３地先から
東区戸坂大上三丁目１７８
７番地地先まで

令和４年２月１
０日

市　道 ２８５
号線

東区福田八
丁目９６８
番地２地先
まで

新

メートル
3.90
～

5.10

メートル

27.50



広島市告示（東区）第１３号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ３ 日　

　道路の供用を次のように開始するので，道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は，令和４年２月３日から同月１７日まで広島市

東区役所建設部維持管理課において一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（東区）第１４号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ９ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により自転車を撤去し，広

島市西部自転車等保管所において保管したので，同条例第１２条

第１項の規定により次のとおり告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（東区）第１５号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ９ 日　

　戸坂駅自転車等駐車場に，長期間駐車されていた下記自転車に

ついては，令和４年２月１日に広島市西部自転車等保管所へ移動

したので，告示します。

　なお，今後相当の間保管した後，申出のない自転車については，

処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（東区）第１６号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ０ 日　

　道路の区域を次のように変更するので，道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は，令和４年２月１０日から同月２４日まで広島

市東区役所建設部維持管理課において一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

道路の
種類

路線名 供用開始区間 供用開始の期日

市　道
東１区
２８５
号線

東区福田八丁目９６７番地
地先から
東区福田八丁目９６８番地
２地先まで

令和４年２月３
日

道路の
種類

路線名 変更区間
旧新
別

敷地の幅員 敷地の延長

市　道
東２区
７３号
線

東区戸坂大
上三丁目１
７４９番地
３地先から
東区戸坂大
上三丁目１
７８７番地
地先まで

旧

メートル
1.00
～

9.00

メートル

85.50

新

メートル
4.00
～

9.45

メートル

85.50
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　その関係図面は，令和４年２月２５日から同年３月１１日まで

広島市東区役所建設部維持管理課において一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（東区）第２１号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ ５ 日　

　道路の供用を次のように開始するので，道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は，令和４年２月２５日から同年３月１１日まで

広島市東区役所建設部維持管理課において一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（南区）第８号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し，

保管したので，同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（南区）第９号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ 日　

　広島駅南口第三Ｂ駐輪場に，長期間駐車されていた下記の自転

車等については，令和４年１月３１日に広島市西部自転車等保管

所へ移動したので，告示します。

　なお，今後相当の間保管した後，申出のない自転車等について

は，処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（南区）第１０号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ７ 日　

道路の
種類

路線名 変更区間
旧新
別

敷地の幅員 敷地の延長

市　道
東１区
６３号
線

東区温品七
丁目８４９
番地地先か
ら
東区温品七
丁目８２９
番地１地先
まで

旧

メートル
3.90
～

4.40

メートル

47.80

新

メートル
4.10
～

7.40

メートル

47.80

道路の
種類

路線名 供用開始区間 供用開始の期日

市　道
東１区
６３号
線

東区温品七丁目８４９番地
地先から
東区温品七丁目８２９番地
１地先まで

令和４年２月２
５日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により自転車等を撤去し，

保管したので，同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（南区）第１１号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ８ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し，

保管したので，同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（南区）第１２号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ０ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し，

保管したので，同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（南区）第１３号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ０ 日　

　稲荷町駐輪場に，長期間駐車されていた下記の自転車等につい

ては，令和４年２月９日に広島市西部自転車等保管所へ移動した

ので，告示します。

　なお，今後相当の間保管した後，申出のない自転車等について

は，処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（南区）第１４号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ８ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し，

保管したので，同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（南区）第１５号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ １ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し，

保管したので，同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　





第１１０２号　―２１―令和４年３月３１日 広 島 市 報

広島市告示（南区）第１６号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ １ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により自転車等を撤去し，

保管したので，同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（南区）第１７号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ １ 日　

　青崎駐輪場に，長期間駐車されていた下記の自転車等について

は，令和４年２月１８日に広島市西部自転車等保管所へ移動した

ので，告示します。

　なお，１か月間保管した後，申出のない自転車等については，

処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（西区）第９号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項又は第１１条第２項の規定により

別表の自転車等を撤去し，保管したので，同条例第１２条の規定

により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

別表　略



広島市告示（西区）第１０号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ４ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項又は第１１条第２項の規定により

別表の自転車等を撤去し，保管したので，同条例第１２条の規定

により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

別表　略



広島市告示（西区）第１１号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ０ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項又は第１１条第２項の規定により

別表の自転車等を撤去し，保管したので，同条例第１２条の規定

により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

別表　略



広島市告示（西区）第１２号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ０ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項又は第１１条第２項の規定により

別表の自転車等を撤去し，保管したので，同条例第１２条の規定

により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

別表　略



広島市告示（西区）第１３号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ６ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項又は第１１条第２項の規定により

別表の自転車等を撤去し，保管したので，同条例第１２条の規定

により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

別表　略



広島市告示（西区）第１４号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ ２ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項又は第１１条第２項の規定により

別表の自転車等を撤去し，保管したので，同条例第１２条の規定

により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

別表　略



広島市告示（安佐南区）第７号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ４ 日　

　長期間駐車されていた自転車等については，令和４年２月９日

に広島市西部自転車等保管所へ移動したので告示します。

　なお，今後相当の間保管した後，申出のない自転車等について

は，処分します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐南区）第８号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ ２ 日　

　長期間駐車されていた自転車等については，令和４年２月２１

日に広島市西部自転車等保管所へ移動したので告示します。

　なお，今後相当の間保管した後，申出のない自転車等について

は，処分します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐南区）第９号　



―２２―　第１１０２号 令和４年３月３１日広 島 市 報

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ ４ 日　

　道路の区域を次のように変更するので，道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は，令和４年２月２４日から同年３月１０日まで

広島市安佐南区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐南区）第１０号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ ４ 日　

　道路の供用を次のように開始するので，道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は，令和４年２月２４日から同年３月１０日まで

広島市安佐南区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐南区）第１１号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ ５ 日　

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５

号の規定による道路の位置を次のように指定しました。

　この関係図書は，広島市安佐南区役所農林建設部建築課におい

て一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　指定番号　　　第２０号

２　指定年月日　　令和４年２月２５日

３　道路の位置　　広島市安佐南区長束五丁目の１０４７番１の

一部，１０７１番５及び１０４７番１地先里

道

４　幅員及び延長　幅員　４．００メートル

　　　　　　　　　延長　３２．００メートル



広島市告示（安佐北区）第１８号　

道路の
種類

路線名 変更区間
新旧
別

幅員
（ｍ）

延長
（ｍ）

市　道

安佐南
２区３
５７号
線

安佐南区安
東六丁目１
４８７番地
１地先から
安佐南区安
東六丁目１
４８４番地
先まで

旧
3.1
～
3.5

18.8

新
4.8
～
5.2

18.8

道路の
種類

路線名 供用開始区間 供用開始の期日

市　道

安佐南
２区３
５７号
線

安佐南区安東六丁目１４８
７番地１地先から
安佐南区安東六丁目１４８
４番地先まで

令和４年２月２
４日

令 和 ４ 年 ２ 月 １ 日　

　安佐北区の無料駐輪場内に，長期間駐車されていた別紙の自転

車等については，１月２６日に広島市西部自転車等保管所へ移動

したので告示します。

　なお，今後相当の間保管した後，申出のない自転車等について

は，処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（安佐北区）第１９号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により，１月２６日に別紙

のとおり自転車等を撤去し，保管したので，同条例第１２条の規

定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（安佐北区）第２０号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ 日　

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項

の規定に基づき，平成１５年９月５日付けで，不動産又は不動産

に関する権利等を保有する団体として認可した安佐可台町内会

（代表者　木下　慶士）について，次のとおり告示事項を変更し

ました。

広島市長　　松　井　一　實　

１　変更があった事項

　　事務所，代表者の氏名及び住所

２　変更の内容



広島市告示（安佐北区）第２１号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ 日　

　次のとおり市街化区域内の水路を変更します。

　その関係図面は，令和４年２月２日から同年２月１６日まで，

広島市安佐北区役所農林建設部維持管理課において一般の縦覧に

供します。

広島市長　　松　井　一　實　

旧 新

事務所
広島市安佐北区三入七丁
目６番３２号

広島市安佐北区三入七丁
目４番１８－５号

代表者の
氏名及び
住所

木下　慶士
広島市安佐北区三入七丁
目６番３２号

越道　慶幸
広島市安佐北区三入七丁
目４番１８－５号

区分
新旧
別

路線名等 所在（起点及び終点）



第１１０２号　―２３―令和４年３月３１日 広 島 市 報

水　路

旧
Ｋ３－Ｆ３－
Ｕ川西－３０
－１８号水路

安佐北区可部六丁目１７９５番
１地先から同所１７９５番１地
先まで

新
Ｋ３－Ｆ３－
Ｕ川西－３０
－１８号水路

安佐北区可部六丁目１７９５番
１地先から同所１７９５番１地
先まで



広島市告示（安佐北区）第２２号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ３ 日　

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５

号の規定による道路の位置を次のとおり指定しました。

　この関係図書は，広島市安佐北区役所農林建設部建築課におい

て一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１．指定番号　　　第１７号

２．指定年月日　　令和４年２月３日

３．道路の位置　　広島市安佐北区三入二丁目１１６０番の一部，

１１６１番の一部，１１６２番の一部，１１

６３番の一部，１１６５番の一部，１１６７

番１の一部，１１６８番の一部，１１６９番

の一部，１１７０番１の一部，及び１１７１

番の一部

４．幅員及び延長　幅員　５．００～６．００メートル

　　　　　　　　　延長　１２４．２３メートル



広島市告示（安佐北区）第２３号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ９ 日　

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項

の規定に基づき，平成１１年３月３０日付けで，不動産又は不動

産に関する権利等を保有する団体として認可した桐山自治会（代

表者　加次　文雄）について，次のとおり告示事項を変更しまし 

た。

広島市長　　松　井　一　實　

１　変更があった事項

　　事務所及び代表者の氏名住所

２　変更の内容



広島市告示（安佐北区）第２４号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ９ 日　

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項

の規定に基づき，平成９年６月４日付けで，不動産又は不動産に

関する権利等を保有する団体として認可したふじビレッジ自治会

旧 新

事務所
広島市安佐北区可部町桐
原１７６番地６

広島市安佐北区可部町桐
原５８３番地

代表者の
氏名住所

加次　文雄
広島市安佐北区可部町桐
原１７６番地６

藤本　悦雄
広島市安佐北区可部町桐
原５８３番地

（代表者　山中　勝彦）について，次のとおり告示事項を変更し

ました。

広島市長　　松　井　一　實　

１　変更があった事項

　　事務所，代表者の氏名及び住所

２　変更の内容



広島市告示（安佐北区）第２５号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ９ 日　

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項

の規定に基づき，平成１５年９月５日付けで，不動産又は不動産

に関する権利等を保有する団体として認可した上町屋二区町内会

（代表者　米重　秋男）について，次のとおり告示事項を変更し

ました。

広島市長　　松　井　一　實　

１　変更があった事項

　　事務所，代表者の氏名及び住所

２　変更の内容



広島市告示（安佐北区）第２６号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ４ 日　

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項

の規定に基づき，平成１５年１０月２７日付けで，不動産又は不

動産に関する権利等を保有する団体として認可した水主町自治会

（代表者　勝田　義直）について，次のとおり告示事項を変更し

ました。

広島市長　　松　井　一　實　

１　変更があった事項

　　事務所，代表者の氏名及び住所

２　変更の内容

旧 新

事務所
広島市安佐北区安佐町大
字飯室９２１番地の９

広島市安佐北区安佐町大
字飯室１０９２１番地の
４０１

代表者の
氏名及び
住所

山中　勝彦
広島市安佐北区安佐町大
字飯室９２１番地の９

佐藤　静雄
広島市安佐北区安佐町大
字飯室１０９２１番地の
４０１

旧 新

事務所
広島市安佐北区三入五丁
目１１番９号

広島市安佐北区三入五丁
目１４番４０号

代表者の
氏名及び
住所

米重　秋男
広島市安佐北区三入五丁
目１１番９号

洲浜　健自
広島市安佐北区三入五丁
目１４番４０号

旧 新

事務所
広島市安佐北区可部二丁
目１７番２０号

広島市安佐北区可部二丁
目２０番１１号
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代表者の
氏名住所

勝田　義直
広島市安佐北区可部二丁
目１７番２０号

石井　定男
広島市安佐北区可部二丁
目２０番１１号



広島市告示（安佐北区）第２７号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ４ 日　

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項

の規定に基づき，平成１５年１０月２３日付けで，不動産又は不

動産に関する権利等を保有する団体として認可した福原町内会

（代表者　田村　敏郎）について，次のとおり告示事項を変更し

ました。

広島市長　　松　井　一　實　

１　変更があった事項

　　事務所及び代表者の氏名住所

２　変更の内容



広島市告示（安佐北区）第２８号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ４ 日　

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項

の規定に基づき，平成１５年９月５日付けで，不動産又は不動産

に関する権利等を保有する団体として認可した上町屋４区町内会

（代表者　保里　一生）について，次のとおり告示事項を変更し

ました。

広島市長　　松　井　一　實　

１　変更があった事項

　　事務所，代表者の氏名及び住所

２　変更の内容



広島市告示（安佐北区）第２９号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ４ 日　

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項

の規定に基づき，平成１５年１０月６日付けで，不動産又は不動

産に関する権利等を保有する団体として認可した三日市町内会

（代表者　池原　義夫）について，次のとおり告示事項を変更し

ました。

旧 新

事務所
広島市安佐北区亀山三丁
目２０番２７号

広島市安佐北区亀山三丁
目８番２２－９号

代表者の
氏名住所

田村　敏郎
広島市安佐北区亀山三丁
目２０番２７号

野村　辰寿
広島市安佐北区亀山三丁
目８番２２－９号

旧 新

事務所
広島市安佐北区三入七丁
目７番１０号

広島市安佐北区三入七丁
目３８番１４号

代表者の
氏名及び
住所

保里　一生
広島市安佐北区三入七丁
目７番１０号

大下　正幸
広島市安佐北区三入七丁
目３８番１４号

広島市長　　松　井　一　實　

１　変更があった事項

　　事務所及び代表者の氏名住所

２　変更の内容



広島市告示（安佐北区）第３０号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ７ 日　

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項

の規定に基づき，平成１３年７月１７日付けで，不動産又は不動

産に関する権利等を保有する団体として認可した竹坂自治会（代

表者　竹本　秀夫）について，次のとおり告示事項を変更しまし 

た。

広島市長　　松　井　一　實　

１　変更があった事項

　　事務所，代表者の氏名及び住所

２　変更の内容



広島市告示（安佐北区）第３１号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ７ 日　

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項

の規定に基づき，平成２１年６月１０日付けで，不動産又は不動

産に関する権利等を保有する団体として認可した上大林自治会

（代表者　新田　雅秋）について，次のとおり告示事項を変更し

ました。

広島市長　　松　井　一　實　

１　変更があった事項

　　代表者の氏名及び住所

２　変更の内容



広島市告示（安佐北区）第３２号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ７ 日　

旧 新

事務所
広島市安佐北区白木町大
字三田２６２番地

広島市安佐北区白木町大
字三田４０２番地２

代表者の
氏名住所

池原　義夫
広島市安佐北区白木町大
字三田２６２番地

大後戸　智晴
広島市安佐北区白木町大
字三田４０２番地２

旧 新

事務所
広島市安佐北区安佐町大
字飯室２２６７番地

広島市安佐北区安佐町大
字飯室２１２６番地

代表者の
氏名住所

竹本　秀夫
広島市安佐北区安佐町大
字飯室２２６７番地

竹添　寛二
広島市安佐北区安佐町大
字飯室２１２６番地

旧 新

代表者の
氏名住所

新田　雅秋
広島市安佐北区大林町２
６３番地

森岡　平三
広島市安佐北区大林町３
８２番地



第１１０２号　―２５―令和４年３月３１日 広 島 市 報

　次のとおり路線名等を定める法定外公共物の指定を変更します。

　その関係図面は，令和４年２月１７日から同年３月３日まで，

広島市安佐北区役所農林建設部維持管理課において一般の縦覧に

供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐北区）第３３号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ １ 日　

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項

の規定に基づき，平成２７年７月６日付けで，不動産又は不動産

に関する権利等を保有する団体として認可した福永町内会（代表

者　松田　佐市）について，次のとおり告示事項を変更しまし 

た。

広島市長　　松　井　一　實　

１　変更があった事項

　　事務所，代表者の氏名及び住所

２　変更の内容



広島市告示（安佐北区）第３４号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ １ 日　

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項

の規定に基づき，平成１５年９月５日付けで，不動産又は不動産

に関する権利等を保有する団体として認可した上町屋五区町内会

（代表者　笠野　道也）について，次のとおり告示事項を変更し

ました。

広島市長　　松　井　一　實　

１　変更があった事項

　　事務所，代表者の氏名及び住所

２　変更の内容

区分
新旧
別

路線名等
所在

（起点及び終点）
経過点

里道

旧
安佐北１
区２０４
１号里道

安佐北区白木町小
越２２０番３地先
から同所２１４番
地先まで

新
安佐北１
区２０４
１号里道

安佐北区白木町大
字小越字二反田２
２０番３地先から
同所２１４番地先
まで

安佐北区白木町大
字小越字二反田２
１３番１１及び同
所２１３番９

旧 新

事務所
広島市安佐北区白木町三
田５８４５番

広島市安佐北区白木町三
田５４８９番

代表者の
氏名住所

松田　佐市
広島市安佐北区白木町三
田５８４５番

杉藪　肇
広島市安佐北区白木町三
田５４８９番

旧 新

事務所 広島市安佐北区三入六丁 広島市安佐北区三入六丁

目２８番５７－６号 目２３番１６号

代表者の
氏名及び
住所

笠野　道也
広島市安佐北区三入六丁
目２８番５７－６号

谷口　大治
広島市安佐北区三入六丁
目２３番１６号



広島市告示（安佐北区）第３５号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ ２ 日　

　次のとおり路線名等を定める河川を指定します。

　その関係図面は，令和４年２月２２日から同年３月８日まで，

広島市安佐北区役所農林建設部維持管理課において一般の縦覧に

供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐北区）第３６号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ ４ 日　

　次のとおり市街化区域内の水路を廃止します。

　その関係図面は，令和４年２月２４日から同年３月１０日ま 

で，広島市安佐北区役所農林建設部維持管理課において一般の縦

覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐北区）第３７号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ ８ 日　

　道路の区域を次のように変更するので，道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は，令和４年２月２８日から同年３月１４日まで

安佐北区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



区分 路線名 所在（起点及び終点）

河　川 迫田川支川
安佐北区可部東二丁目５９７番１
６地先から安佐北区可部東二丁目
１１４４番地先まで

区分 路線名等 所在（起点及び終点）

水　路
Ｋ３－Ｆ３－Ｍ土
居－２４－２０号
水路

広島市安佐北区三入南一丁目１８
１４番地先から同所１８１３番地
先まで

道路の
種類

路線名 変更区間
旧新
別

敷地の幅員
（ｍ）

敷地の延長
（ｍ）

市　道

安佐北
２区２
５８号
線

安佐北区落
合南七丁目
１５３７番
地２地先か
ら
安佐北区落
合南七丁目
１５３７番
地１地先ま
で

旧
3.40
～

5.50

14.30

新
3.80
～

6.70



―２６―　第１１０２号 令和４年３月３１日広 島 市 報

広島市告示（安佐北区）第３８号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ ８ 日　

　道路の供用を次のように開始するので，道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は，令和４年２月２８日から同年３月１７日まで

安佐北区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐北区）第３９号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ ８ 日　

　道路の区域を次のように変更するので，道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は，令和４年２月２８日から同年３月１７日まで

安佐北区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐北区）第４０号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ ８ 日　

　道路の供用を次のように開始するので，道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は，令和４年２月２８日から同年３月１７日まで

安佐北区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐北区）第４１号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ ８ 日　

　道路の区域を次のように変更するので，道路法（昭和２７年法

道路の
種類

路線名 変更区間
旧新
別

敷地の幅員
（ｍ）

敷地の延長
（ｍ）

市　道

安佐北
３区９
７８号
線

安佐北区三
入東二丁目
２６３８番
地地先から
安佐北区大
林町字高谷
２９８５番
地１地先ま
で

旧
6.60
～

41.00

470.50

新
6.80
～

47.80

道路の
種類

路線名 供用開始区間 供用開始の期日

市 道

安佐北
３区９
７８号
線

安佐北区三入東二丁目２６
３８番地地先から
安佐北区大林町字高谷２９
８５番地１地先まで

令和４年２月２
８日

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は，令和４年２月２８日から同年３月１７日まで

安佐北区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐北区）第４２号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ ８ 日　

　道路の供用を次のように開始するので，道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は，令和４年２月２８日から同年３月１７日まで

安佐北区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安芸区）第１２号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により別表の自転車等を撤

去し，保管したので，同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

別表　略



広島市告示（安芸区）第１３号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ 日　

　本市が管理する駐輪場内に，長期間放置されていた自転車等 

は，広島市西部自転車等保管所へ移動したので次のとおり告示し

ます。

　なお，今後相当の間保管した後，申出のない自転車等について

は，処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

別表のとおり

別表　略

道路の
種類

路線名 変更区間
旧新
別

敷地の幅員
（ｍ）

敷地の延長
（ｍ）

市　道

安佐北
３区９
７９号
線

安佐北区大
林町字高谷
２９０１番
地１地先か
ら
安佐北区大
林町字高谷
２８２６番
地１地先ま
で

旧
6.40
～

9.30

180.00

新
9.90
～

20.50

道路の
種類

路線名 供用開始区間 供用開始の期日

市　道

安佐北
３区９
７９号
線

安佐北区大林町字高谷２９
０１番地１地先から
安佐北区大林町字高谷２８
２６番地１地先まで

令和４年２月２
８日

道路の
種類

路線名 供用開始区間 供用開始の期日

市　道

安佐北
２区２
５８号
線

安佐北区落合南七丁目１５
３７番地２地先から
安佐北区落合南七丁目１５
３７番地１地先まで

令和４年２月２
８日



第１１０２号　―２７―令和４年３月３１日 広 島 市 報



広島市告示（安芸区）第１４号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ４ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により別表の自転車等を撤

去し，保管したので，同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

別表　略



広島市告示（安芸区）第１５号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ９ 日　

　道路の区域を次のように変更するので，道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は，令和４年２月９日から同月２３日まで広島市

安芸区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安芸区）第１６号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ９ 日　

　道路の供用を次のように開始するので，道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は，令和４年２月９日から同月２３日まで広島市

安芸区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安芸区）第１７号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ７ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により別表の自転車等を撤

去し，保管したので，同条例第１２条の規定により告示します。

道路の
種類

路線名 変更区間
旧新
別

敷地の幅員 敷地の延長

市　道
安芸１
区３２
４線

広島市安芸
区上瀬野町
字清水５７
４番地１地
先から
広島市安芸
区上瀬野町
字清水５７
７番地１地
先まで

旧

メートル
2.00
～

4.50

メートル

17.50

新

メートル
3.50
～

6.00

メートル

17.50

道路の
種類

路線名 供用開始区間 供用開始の期日

市　道
安芸１
区３２
４号線

広島市安芸区上瀬野町字清
水５７４番地１地先から
広島市安芸区上瀬野町字清
水５７７番地１地先まで

令和４年２月９
日

広島市長　　松　井　一　實　

別表　略



広島市告示（佐伯区）第１０号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ 日　

　道路の区域を次のように変更するので，道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は，令和４年２月１日から同月１５日まで広島市

佐伯区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（佐伯区）第１１号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ 日　

　道路の供用を次のように開始するので，道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は，令和４年２月１日から同月１５日まで広島市

佐伯区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（佐伯区）第１２号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ 日　

　道路の供用を次のように開始するので，道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は，令和４年２月１日から同月１５日まで広島市

佐伯区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



路線の
種類

路線名 変更区間
旧新
別

敷地の幅員 敷地の延長

市　道
佐伯４
区２４
７号線

佐伯区五日
市一丁目１
７１番地５
地先から
佐伯区五日
市一丁目１
７３番地３
地先まで

旧
メートル

3.1
メートル

11.3

新
メートル

3.6
メートル

11.3

路線の
種類

路線名 供用開始 供用開始の期日

市　道
佐伯４
区２４
７号線

佐伯区五日市一丁目１７１
番地５地先から
佐伯区五日市一丁目１７３
番地３地先まで

令和４年２月１
日

路線の
種類

路線名 供用開始 供用開始の期日

市 道
佐伯４
区５７
９号線

佐伯区五日市一丁目１９２
番地２地先から
佐伯区五日市一丁目１９３
番地３地先まで

令和４年２月１
日



―２８―　第１１０２号 令和４年３月３１日広 島 市 報

広島市告示（佐伯区）第１３号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し，

保管したので，同条例第１２条の規定により次のとおり告示しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（佐伯区）第１４号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ 日　

　広島市五日市駅北口自転車等駐車場及び広島市五日市駅南口自

転車等駐車場内に，長期間駐車されていた別紙自転車等について

は，令和４年１月２９日に広島市西部自転車等保管所へ移動した

ので告示します。

　なお，今後相当の間保管した後，申出のない自転車等について

は，処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（佐伯区）第１５号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ８ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し，

保管したので，同条例第１２条の規定により次のとおり告示しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（佐伯区）第１６号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ０ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し，

保管したので，同条例第１２条の規定により次のとおり告示しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（佐伯区）第１７号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ４ 日　

　次のとおり路線名等を定める法定外公共物を指定します。

　その関係図書は，令和４年２月１４日から同月２８日まで，広

島市佐伯区役所農林建設部維持管理課において一般の縦覧に供し

ます。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（佐伯区）第１８号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ ６ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し，

保管したので，同条例第１２条の規定により次のとおり告示しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（佐伯区）第１９号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ １ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により自転車等を撤去し，

保管したので，同条例第１２条の規定により次のとおり告示しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（佐伯区）第２０号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ ５ 日　

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５

号の規定による道路の位置を次のとおり指定しました。

　この関係図書は，広島市佐伯区役所農林建設部建築課において

一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　指定番号　　　第６号

２　指定年月日　　令和４年２月２５日

３　道路の位置　　広島市佐伯区八幡一丁目の１２５０番１の一

部及び１２５０番３の一部

４　幅員及び延長　幅員　４．００～６．００メートル

　　　　　　　　　延長　４４．４７メートル

広島市中区告示第１号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ４ 日　

　次の広島市国民健康保険被保険者証は，無効としたので告示し

ます。

広島市中区長　　行　廣　真　明　

種類 路線名等 所在（起点及び終点）

水　路
佐伯４区Ｈ－５－
３－４９号水路

佐伯区海老園一丁目２９２番１９
地先から佐伯区海老園一丁目２９
２番１９地先まで

区 告 示



第１１０２号　―２９―令和４年３月３１日 広 島 市 報

１　保険者番号　　　　　　　３４４０１０

２　被保険者証の記号・番号　中・６０１９５６７

３　被保険者の生年月日　　　昭和４１年１２月２５日

４　被保険者証の交付年月日　令和３年８月１日

５　被保険者証の有効期限　　令和４年７月３１日

６　無効告示の理由　　　　　偽りその他不正の行為によって保

険給付を受けるために使用される

おそれがあるため

広島市選挙管理委員会告示第１号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ４ 日　

　広島市議会議員安芸区選挙区における議員の欠員の数が１人

（定数４人）となったことから，公職選挙法（昭和２５年法律第

１００号）第１１３条第１項の規定に基づく補欠選挙を行うべき

事由が生じました。

広 島 市 選 挙 管 理 委 員 会　

委員長　　二　國　則　昭　



広島市選挙管理委員会告示第２号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ９ 日　

　令和４年３月２０日執行予定の広島市議会議員安芸区選挙区補

欠選挙における公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第２２

条第３項の規定による選挙人名簿の登録について，被登録資格の

決定の基準となる日（以下「登録の基準日」という。）を，次の

とおり定めます。

広 島 市 選 挙 管 理 委 員 会　

委員長　　二　國　則　昭　

登録の基準日　令和４年３月１０日。ただし，年齢については，

選挙期日（令和４年３月２０日）により算定する。



広島市選挙管理委員会告示第３号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ９ 日　

　令和４年３月２０日執行予定の広島市議会議員安芸区選挙区補

欠選挙において，選挙管理委員会が候補者に交付するもののう 

ち，次のものに押なつする公印は，印影の印刷により代えるもの

とします。

広 島 市 選 挙 管 理 委 員 会　

委員長　　二　國　則　昭　

１　公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１４１条第５項

の規定による選挙運動のために使用する自動車又は船舶及び拡

声機に取り付ける表示板

２　同法第１４１条の２第２項の規定による自動車又は船舶に乗

車又は乗船する者が着用する腕章

３　同法第１６４条の５第２項の規定による街頭演説のために使

選管告示

用する標旗

４　同法第１６４条の７第２項の規定による街頭演説において選

挙運動に従事する者が着用する腕章



広島市選挙管理委員会告示第４号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ９ 日　

　令和４年３月２０日執行予定の広島市議会議員安芸区選挙区補

欠選挙において，選挙管理委員会が，公職選挙法（昭和２５年法

律第１００号）第２０１条の８第３項により準用する同条第１項

ただし書の規定の適用を受けた政党その他の政治団体に交付する

もののうち，同法第２０１条の１１第３項の規定による政治活動

のために使用する自動車に取り付ける表示板に押なつする公印

は，印影の印刷により代えるものとします。

広 島 市 選 挙 管 理 委 員 会　

委員長　　二　國　則　昭　

広島市南区選挙管理委員会告示第１号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ 日　

　広島市南区選挙管理委員会委員長である次の者は令和４年１月

３１日付けで委員長の職及び委員を退職しました。

広 島 市 南 区 選 挙 管 理 委 員 会　

委員長職務代理者　　向　井　博　之　

次の者　略



広島市南区選挙管理委員会告示第２号　

令 和 ４ 年 ２ 月 １ 日　

　令和４年１月３１日付けで広島市南区選挙管理委員　今井　光

が退職したので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８

２条第３項の規定により，令和４年２月１日付けで，次の者を広

島市南区選挙管理委員に補欠しました。

広 島 市 南 区 選 挙 管 理 委 員 会　

委員長職務代理者　　向　井　博　之　

次の者　略



広島市南区選挙管理委員会告示第３号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ３ 日　

　広島市南区選挙管理委員会委員長　今井　光の退職により，新

たに広島市南区選挙管理委員会委員長及び委員長職務代理者とし

て就任した者の住所及び氏名は，次のとおりです。

広島市南区選挙管理委員会　

委員長　　中　田　憲　悟　

次のとおり　略

区 選 管 告 示
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広島市教育委員会告示第３号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ ５ 日　

　広島市教育委員会議（定例会）を次のとおり開催する。

広 島 市 教 育 委 員 会　

教育長　　糸　山　　　隆　

１　日　時　令和４年３月２日（水）　午後１時３０分

２　場　所　中区役所６階教育委員室

３　議　題

　【公開予定議題】

　　青少年交流事業の開催結果について（報告）

　　令和３年度「広島市児童生徒の体力・運動能力調査」の結

果について（報告）

　【非公開予定議題】

　　訴訟について（報告）

　　教職員の人事について（議案）

広島市監査公表第３号　

令 和 ４ 年 ２ 月 ９ 日　

広島市監査委員　政　氏　昭　夫　

同　　　　　　　井　戸　陽　子　

同　　　　　　　宮　崎　誠　克　

同　　　　　　　森　畠　秀　治　

　　　包括外部監査の結果（指摘事項）に対する措置事項及

び監査の意見に対する対応結果の公表

　地方自治法第２５２条の３８第６項の規定により，広島市長か

ら監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知があったので，当該

通知に係る事項を別紙のとおり公表する。

　なお，併せて通知のあった監査の意見に対する対応結果につい

ても，当該通知に係る事項を公表する。

教育委員会告示 監査公表

（別紙）

平成２９年度包括外部監査の意見に対する対応結果の公表

（市民局）

１　監査意見公表年月日

　　平成３０年２月２日（広島市監査公表第２号）

２　包括外部監査人

　　福田　浩

３　監査意見に対する対応結果通知年月日

　　令和４年１月２８日（広市生第１０３号）

４　監査のテーマ

　　文化活動及び生涯学習に係る施設の管理運営等について

５　監査の意見及び対応の内容

　　（広島市福田公民館）便所について
　　　（所管課：市民局生涯学習課）

監　査　の　意　見 対　応　の　内　容

　広島市福田公民館に係る公民館の施設及び設備に係る補修等予算要求調書にお
いて，「広島市福田公民館１～３階便所床タイル貼替え修繕」が挙げられている
ところ，その現状は，床タイルに尿が染み込んで変色しているなど同調書記載の
とおりであったほか，便所内は，男女トイレはパネルで仕切られているものの，
それぞれの入口は，腰から頭までを目隠しするスイングドアが取り付けられてい
る構造となっている事案が見受けられた。
　広島市公民館条例第１５条は，指定管理者が行う業務のひとつとして，公民館
の建物並びに附属物及び備付物品の維持管理に関することを掲げ，広島市公民館
の管理に関する基本協定書第４条第２項は，指定管理者は，善良なる管理者の注
意をもって管理施設及びその附帯設備等並びに管理物品を管理しなければならな
いと定め，同基本協定書第１３条第２項は，本施設の修繕について，１件につき
１００万円（消費税及び地方消費税を含む。）以上のものについては広島市が必
要と認めた場合において自己の費用と責任において実施するものとし，１件につ
き１００万円（同）未満のものについては指定管理者が自己の費用と責任におい
て実施するものとすると定めている。本件修繕は，１件につき１００万円（同）
以上のものであり，公民館の施設及び設備に係る補修等計画調書に挙げられてい
るものであって，広島市は，必要と認めた場合には，自己の費用と責任において
実施しなければならない。さらに，この便所を利用する者に対しては，不潔の印
象のみならず，プライバシーに対する配慮が行き届いていないとの印象を与えて
しまい，施設の管理運営上，支障が生じるおそれがある。広島市においては，男
女トイレの構造の問題も含めて，同調書で挙げられた便所床タイル貼替え修繕の

　監査の意見を受け，令和２年度の耐震改修工事
に合わせて男女トイレの入口を完全に分離して，
ドアも外からトイレの中が見えないものに交換し
た上で床タイルの貼替えを行った。



広 島 市 報 第１１０２号　―３１―令和４年３月３１日

実施に向けて検討されたい。

　　（広島市温品公民館）防火シャッターの危害防止機構等の装着について
　　　（所管課：市民局生涯学習課）

監　査　の　意　見 対　応　の　内　容

　広島市温品公民館の建築物を対象とした定期点検結果報告書において，同公民
館に設置されている防火シャッターについて，「シャッターに危害防止機構が装
着されていない（既存不適格）」と指摘され，「防火シャッターに危害防止機構の
装着が必要（大規模改修等に適時改修）」との改善策が示されているにもかかわ
らず，改善に向けた検討が行われていない事案が見受けられた。
　本件は，既存不適格であり，直ちに違法性を帯びるものではないが，防火シャッ
ターに児童が挟まれるという重大事故が発生したことを受けて，閉鎖作動時の危
害防止機構等の設置が義務付けられた経緯を踏まえ，施設設置者である広島市に
おいては，万が一の人身事故の発生を未然に防止することを通じて，同公民館を
利用する者のさらなる安全確保を図るため，改善に向けて検討されたい。

　監査の意見を受け，施設利用者の安全を確保す
るため，段階的に改善を図ることとし，平成３０
年２月に指定管理者と協力して，防火シャッター
付近に注意喚起のポスターを掲示し，ソフト面で
の安全対策を講じた。
　さらに，令和３年３月に防火シャッターに危害
防止機構を装着する修繕を行った。

　　（広島市園公民館）防火シャッターの危害防止機構等の装着について
　　　（所管課：市民局生涯学習課）

監　査　の　意　見 対　応　の　内　容

　広島市園公民館の建築物を対象とした定期点検結果報告書において，同公民
館に設置されている防火シャッターについて，「階段室防火シャッターに危害防
止機構が装着されていない（既存不適格）」と指摘され，「計画的に改善する」と
の改善策が示されているにもかかわらず，改善に向けた検討が行われていない事
案が見受けられた。
　本件は，既存不適格であり，直ちに違法性を帯びるものではないが，防火シャッ
ターに児童が挟まれるという重大事故が発生したことを受けて，閉鎖作動時の危
害防止機構等の設置が義務付けられた経緯を踏まえ，施設設置者である広島市に
おいては，万が一の人身事故の発生を未然に防止することを通じて，同公民館を
利用する者のさらなる安全確保を図るため，改善に向けて検討されたい。

　監査の意見を受け，施設利用者の安全を確保す
るため，段階的に改善を図ることとし，平成３０
年２月に指定管理者と協力して，防火シャッター
付近に注意喚起のポスターを掲示し，ソフト面で
の安全対策を講じた。
　さらに，令和３年１月に防火シャッターに危害
防止機構を装着する修繕を行った。

　　（広島市園公民館）外壁躯体の劣化及び損傷の状況等について
　　　（所管課：市民局生涯学習課）

監　査　の　意　見 対　応　の　内　容

　広島市園公民館の建築物を対象とした定期点検結果報告書において，外壁躯
体の劣化及び損傷の状況並びに外装仕上げ材等の劣化及び損傷の状況について，
「外壁面にクラック，揚裏塗装劣化剥れ」と指摘され，「クラック部Ｕカットの 
上，シーリング，塗装劣化部再塗装」との改善策を示されているにもかかわらず，
改善されていない事案が見受けられた。
　広島市公民館条例第１５条は，指定管理者が行う業務のひとつとして，公民館
の建物並びに附属物及び備付物品の維持管理に関することを掲げ，広島市公民館
の管理に関する基本協定書第４条第２項は，指定管理者は，善良なる管理者の注
意をもって管理施設及びその附帯設備等並びに管理物品を管理しなければならな
いと定め，同基本協定書第１３条第２項は，本施設の修繕について，１件につき
１００万円（消費税及び地方消費税を含む。）以上のものについては広島市が必
要と認めた場合において自己の費用と責任において実施するものと定めている。
本件修繕は，１件につき１００万円（同）以上のものであり，公民館の施設及び
設備に係る補修等計画調書に挙げられているものであって，広島市は，必要と認
めた場合には，自己の費用と責任において実施しなければならない。本件の外壁
のクラックは，万が一躯体への透水ということであれば，建物の劣化を進行させ，
その耐用年数を短縮してしまうのみならず，修繕費用が増大してしまうおそれが
ある。また，広島市公民館の管理に関する基本協定書第６条は，本業務の範囲，
管理の基準又は配置人員等の細目は，別添仕様書に定めるとおりとすると定め，
広島市公民館指定管理者業務仕様書第５項アは，「施設の管理に関する業務」
の「公民館の保守管理」の項において，指定管理者は，本施設を適切に管理運営 
するため，日常的に点検を行い，建築物について，仕上げ材等の浮き，ひび割れ，は 
がれ，かび等の発生がない状態を維持し，かつ美観を維持すると定めているところ，
本件の外壁のクラックと揚裏塗装劣化剥れは，地域のシンボルとしての公民館の
イメージを損ねているのに加え，防犯や防災の管理面にも影響がないとはいえな
い。広島市においては，本件修繕の必要性を認め，速やかに修繕を進められたい。

　監査の意見を受け，令和元年度に耐震改修工事
に合わせて南側外壁の一部を除き，外壁改修を
行った。
　残る南側外壁の一部については，令和３年１月
から６月にかけて実施した冷暖房設備改修工事に
おいて電気配線の移設が完了したことから，令和
３年７月から８月にかけて外壁修繕を行った。

　　（広島市中野公民館）防火シャッターの危害防止機構等の装着について
　　　（所管課：市民局生涯学習課）

監　査　の　意　見 対　応　の　内　容
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　広島市中野公民館の建築物を対象とした定期点検結果報告書において，同公民
館に設置されている防火シャッターについて，「３階市民ホールシャッターに危
害防止機構が付いていない」と指摘され，「（既存不適格）適時改修する」との改
善策が示されているにもかかわらず，改善に向けた検討が行われていない事案が
見受けられた。
　本件は，既存不適格であり，直ちに違法性を帯びるものではないが，防火 
シャッターに児童が挟まれるという重大事故が発生したことを受けて，閉鎖作動
時の危害防止機構等の設置が義務付けられた経緯を踏まえ，施設設置者である広
島市においては，万が一の人身事故の発生を未然に防止することを通じて，同公
民館を利用する者のさらなる安全確保を図るため，改善に向けて検討されたい。

　監査の意見を受け，施設利用者の安全を確保す
るため，段階的に改善を図ることとし，平成３０
年２月に指定管理者と協力して，防火シャッター
付近に注意喚起のポスターを掲示し，ソフト面で
の安全対策を講じた。
　さらに，令和３年３月に防火シャッターに危害
防止機構を装着する修繕を行った。

平成３０年度包括外部監査の結果に基づいて講じた措置等の公表

（教育委員会）

１　監査結果及び監査意見公表年月日

　　平成３１年２月５日（広島市監査公表第１号）

２　包括外部監査人

　　大濱　香織

３　監査結果に基づいて講じた措置及び監査意見に対する対応結果通知年月日

　　令和４年１月２６日（広市教学指二第２０１号）

４　監査のテーマ

　　子ども・子育て支援事業の事務の執行について

５　監査の結果（指摘事項）及び措置の内容

　　まちぐるみ「教育の絆」プロジェクト（報償費の計算の基礎となる記録の不備について）
　　　（所管課：教育委員会事務局学校教育部指導第二課）

監　査　の　結　果 措　置　の　内　容

１　Ｆ中学校において，本事業に係るコーディネーターと学習支援員の活動時間
などが記載された一覧表（以下「活動一覧表Ａ」という。）を確認した。この
活動一覧表Ａは，監査人が往査に行く旨をあらかじめ連絡した上で，平成３０
年９月１４日に同校に往査した際に，教頭から監査人に提供されたものである。

　（活動一覧表Ａの記載）

　　この活動一覧表Ａは，平成３０年３月２０日以降の部分を抜粋すると，おお
むね上記のように記載されている。

　　この活動一覧表に記載された活動時間は，コーディネーターと学習支援員に
対する報酬を計算する基礎となる（すなわち，単価×活動時間＝報酬と算出さ
れる。）。

２　この活動一覧表Ａの記載からすると，少なくとも３月２７日，３月２８日，
３月２９日，３月３０日におけるコーディネーターや学習支援員の活動は，平
成２９年度事業のための活動ではなく，平成３０年度事業の準備のための活動
のように見える。本事業は，単年度委託事業の形式をとっているため，原則と
して当該年度における委託料は，当該年度事業のために支出できるもので，次
年度事業のために支出することはできない。

　監査の実施を受け，平成３０年１０月にＦ中学
校学校協力者会議に対し，事業実施報告書の記載
の誤りを訂正するよう指示し，その後訂正された
報告書の提出を受け，指導第二課の指導主事が学
校を訪問し，コーディネーターが別途記録してい
たメモに基づき，誤りがないことを確認した。
　また，Ｆ中学校学校協力者会議に対して事業実
施報告書の記載内容等について指導するととも
に，平成３１年２月及び同年４月に，本事業の実
施校の全てのコーディネーター及び担当教職員を
対象とした説明会を行い，その中で，活動実績簿
の作成や適切な会計処理等について，各校のコー
ディネーターを直接指導した。

月日 曜日 生徒 支援

コーディネーター
兼学習支援員

学習支援員Ｘ 学習支援員Ｙ

時間 支払総額 時間 支払総額 時間 支払総額

（省略）

3/20
火

5 2 1 ￥920 1 ￥920

3/20 6 2 2.5 ￥2,300 2.5 ￥2,300

3/22 木 6 2 1 ￥920 ￥0 1 ￥920

4 ￥3,680 ￥0 ￥0

3/23 金 8 3 1 ￥920 1 ￥920 ￥0

3/23 金 4 ￥3,680 ￥0

3/24 土 4 ￥3,680 ￥0

3/25 日 4 ￥3,680 ￥0 ￥0

3/26 月 1 1 3 ￥2,760 ￥0 ￥0

3/27 火 1 4 ￥3,680 ￥0 ￥0

3/28 水 2 4.5 ￥4,140 4.5 ￥4,140 ￥0

3/29 木 2 4.5 ￥4,140 4.5 ￥4,140 ￥0

3/30 金 1 4.5 ￥4,140 ￥0 ￥0

合計 143 45 ￥57,500 ￥13,800 ￥10,580
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３　この点について担当課に確認したところ，３月２７日，３月２８日，３月２
９日，３月３０日においても学習支援活動が行われた旨が説明され，改めて 
コーディネーターと学習支援員の活動時間などが記載された一覧表（以下「活
動一覧表Ｂ」という。）が示された。

　（活動一覧表Ｂの記載）

　　この活動一覧表Ｂは，平成３０年３月２０日以降の部分を抜粋すると，おお
むね上記のように記載されている。

４　上記活動一覧表Ａと活動一覧表Ｂとを見比べると，以下の点において不一致
が存在する。

　　活動一覧表Ｂにおいては，３月２７日，３月２８日，３月２９日，３月３
０日に学習会が開催されているが，活動一覧表Ａにおいてはこの記載がない。

　　コーディネーター兼学習支援員の３月２２日における活動時間と活動報酬
額が，活動一覧表Ａよりも，活動一覧表Ｂの方が少ない。

　　コーディネーター兼学習支援員の３月２７日における活動時間と活動報酬
額が，活動一覧表Ａよりも，活動一覧表Ｂの方が多い。

　　学習支援員Ｘの３月２８日，３月２９日における活動時間と活動報酬額が，
活動一覧表Ａよりも，活動一覧表Ｂの方が少ない。

　　このことについて担当課に確認したところ，以下のような説明を受けた。
　　活動一覧表Ａは未完成のものであった。その証左に，平成３０年３月２７日，

３月２８日，３月２９日，３月３０日の生徒数欄は空欄となっている。活動一
覧表Ｂこそが完成版であり，この記載が正しい。

５　本事業は，広島市から各学校協力者会議への委託事業である。そのため委託
先は，事業終了後は，広島市に対して事業実施報告を行う必要がある。担当課
から各学校協力者会議に配布された「平成２９年度まちぐるみ『教育の絆』プ
ロジェクト事業の流れ」にはこの点について，以下のように記載されている。

　　学校協力者会議が行う事項として，「事業実施報告書，事業実施決算書，受
託費精算書，学習支援者名簿の提出（原則，事業完了後１０日以内とし，最終
３月３１日）」があり，これを受け，担当課が行う事項として，「事業実施報告
書の承認（３月３１日）」がある。Ｆ中学校学校協力者会議もこれに従い，担
当課に対して事業実施報告書を提出している。この事業実施報告書には，学習
支援開催回数などについて，表形式で以下のように記載されている。

　　（活動実施報告書の３月と合計）

６　活動一覧表Ａによれば，平成３０年３月及び通年における開催回数・延べ参
加生徒数・延べ参加支援者数は，以下のとおりである。

　　（活動一覧表Ａの集計について，３月と合計）

　　活動一覧表Ｂによれば，平成３０年３月及び通年における開催回数・延べ参
加生徒数・延べ参加支援者数は，以下のとおりである。

　　（活動一覧表Ｂの集計について，３月と合計）

月日 曜日 生徒 支援

コーディネーター
兼学習支援員

学習支援員Ｘ 学習支援員Ｙ

時間 支払総額 時間 支払総額 時間 支払総額

（省略）

3/20
火

5 2 1 ￥920 1 ￥920

3/20 6 2 2.5 ￥2,300 2.5 ￥2,300

3/22 木 6 2 1 ￥920 ￥0 1 ￥920

3/22 1 ￥920 ￥0 ￥0

3/23 金 8 3 1 ￥920 1 ￥920 1 ￥920

3/23 金 4 ￥3,680 ￥0

3/24 土 4 ￥3,680 ￥0

3/25 日 4 ￥3,680 ￥0 ￥0

3/26 月 1 1 3 ￥2,760 ￥0 ￥0

3/27 火 10 1 4.5 ￥4,140 ￥0 ￥0

3/28 水 4 2 4.5 ￥4,140 3 ￥2,760 ￥0

3/29 木 7 2 4.5 ￥4,140 3 ￥2,760 ￥0

3/30 金 5 1 4.5 ￥4,140 ￥0 ￥0

合計 169 43 ￥57,500 ￥13,800 ￥10,580

月 開催回数 生徒 支援者

３月 25 143 39

合計 213 1,196 292

月 開催回数 生徒 支援者

３月 25 143 45

合計 213 1,196 298

月 開催回数 生徒 支援者
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７　そうすると，担当課は活動一覧表Ｂの方が完成版であると説明するが，活動
一覧表Ａの方が開催回数と参加生徒数において事業実施報告書と一致すること
となる。そのため監査人においては，活動一覧表Ａと活動一覧表Ｂとで，どち
らが正しいのか明確には判断できなかった。

８　そこで，活動一覧表作成の基となった原資料をもって事実関係を確認しよう
とした。しかし，Ｆ中学校学校協力者会議においては，活動日報のような資料
は作成されていなかった。前提として，担当課は，必ずしも各学校協力者会議
に対して活動日報のような資料作成は義務付けていない。

　　担当課は，コーディネーターと学習支援員に，詳細な活動日報の作成を求め
ると，これが過負担となって本事業に協力してくれる人が減っていくことを懸
念すると説明する。

９　コーディネーターと学習支援員の活動時間は，その報酬を計算する基礎とな
る。

　　文部科学省の学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金交付要綱第１９条
第２項には「補助事業者は，前項の支出額について，その支出内容を証する書
類を整備して前項の収支簿とともに補助事業の完了又は中止若しくは廃止の日
の属する年度の翌年度から５年間保存しなければならない。」と定めている。

　　また，広島市契約規則第３５条第２項には「検査職員は，請負契約以外の契
約についての給付の完了の確認につき，契約書その他の関係書類に基づき，当
該給付の内容及び数量について検査を行わなければならない。」と定めている。
担当課は本事業を学校協力者会議に委託しており，これは委託契約に該当する
ため，本事業にも同項が適用される。そして，同項は，給付内容が確認できる
書類が契約相手方である学校協力者会議において整備されていることを前提と
している。このような書類の整備としては，活動一覧表などの資料が事実関係
と正しく一致している点まで含まれるものであり，活動一覧表などの資料が事
実関係と一致しない状態では不十分なものとなる。

　　広島市の委託契約約款を受けて本事業の仕様書４⑥に，委託先において，委
託業務に係る経理を明らかにした関係書類を整備し，委託期間経過後５年間保
存する旨が定められている。これも，委託先である学校協力者会議において正
しい資料が保存されることを意味するものである。

１０　報酬計算は契約の重要部分であるため，担当課は，学校協力者会議に対し
て，開始時間，終了時間，活動内容が記載された，活動日報の作成を義務付け
るべきである。

１１　加えて，担当課が言うように，活動一覧表Ｂが事実を正しく表したもので
あるとするならば，事業実施報告書の開催回数，参加生徒数等の記載は，事実
と異なる記載をしていることになる。

　　担当課は，当該学校協力者会議に対し，事業実施報告書の記載に誤りがある
のであれば訂正し，事実に基づく記載を行わせるべきである。

３月 29 169 43

合計 217 1,222 296

　　まちぐるみ「教育の絆」プロジェクト（補助対象に該当しない時間に係る報償費について）
　　　（所管課：教育委員会事務局学校教育部指導第二課）

監　査　の　結　果 措　置　の　内　容

　Ｌ中学校学校協力者会議では，本事業に係るコーディネーターの報償費の中 
に，地域行事のお祭りの事務局としての活動時間が入っていた。「平成２９年度
事業実施決算書」にコーディネーターの活動時間として報告されている時間数は，
４２５．５時間であり，内訳は，事務処理時間３４９時間，地域貢献活動の活動
時間７２．５時間，地域行事の会議４時間であった。この地域行事は，地域の保
育園・小学校・中学校と地域住民の合同のお祭りである。
　当初，この地域行事の事務局としてコーディネーターが個別に受けた職務につ
いては，当該事業の報償費は当たらないのではないかとの考えの下に担当課に調
査を依頼した結果，地域行事の準備や片付けはこの事業の報償費に認められる 
が，地域行事の実行委員会の会議（７月１８日，９月１５日，１０月２４日）の
４時間分３，６８０円は対象外経費に当たるとの回答を受けた。
　担当課は，当該コーディネーターの対象外報償費３，６８０円につき，本事業
委託料の返還等を要求すべきである。

　対象外報償費の件については，当該コーディ
ネーターの活動時間を精査する中で報告漏れの活
動時間があったため，平成３０年１２月に文部科
学省の了解を得て，指摘を受けた対象外報償費 
３，６８０円を当該報告漏れの活動時間分の報償
費に振り替えた。
　また，Ｌ中学校学校協力者会議に対して報償費
の適切な支払について指導するとともに，平成３
１年２月及び同年４月に，本事業の実施校の全て
のコーディネーター及び担当教職員を対象とした
説明会を行い，その中で，適切な会計処理等につ
いて，各校のコーディネーターを直接指導した。
　さらに，今後は，事業報告書と決算書の整合等
を指導第二課で確認していくこととした。

６　監査の意見及び対応の内容

　　まちぐるみ「教育の絆」プロジェクト（事業費の管理方法について）
　　　（所管課：教育委員会学校教育部指導第二課）

監　査　の　意　見 対　応　の　内　容

　Ｌ中学校学校協力者会議では，本事業のための普通預金口座において９０万円
の事業費を管理していた。年間を通じて仮払い処理が多く，収支帳簿の残高と通

　監査の実施を受け，Ｌ中学校学校協力者会議に
対して現金出納帳の作成や現金の適正な管理につ
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帳残高に乖離が見られた。本事業の監査のための詳細な資料の請求を開始した後
の平成３０年９月５日に通帳に入金がされていた。これは，当該学校協力者会議
が事業費として当面必要な金額の現金を引出し管理していたもので，通帳残高と
収支帳簿の残高を合わせるために同日に入金したものである。
　今回，監査を行った他の学校においては，事業費を使うときは支払者が立替え
て支払い，後日，銀行にて領収証と同じ金額を１件ずつ引き出し，その通帳に印
字された金額の横に「①」と書き込みがされていた。この「①」の番号は，同じ
金額の領収証にも記載し，管理されていた。この方法でも良いと思われるが，担
当課においては，例えば，現金出納帳を利用するなど現金管理の効率的な方法を
検討するとともに，その指導を徹底して行うべきである。

いて指導するとともに，平成３１年２月及び同年
４月に，本事業の実施校の全てのコーディネー
ター及び担当教職員を対象とした説明会を行い，
その中で，支払決裁書の作成及び適切な会計処理
等について各校のコーディネーターを直接指導し
た。

　　まちぐるみ「教育の絆」プロジェクト（コーディネーター，学習支援員，体験活動外部講師の実働時間に係る学校ごとの認
識の違いについて）

　　　（所管課：教育委員会事務局学校教育部指導第二課）

監　査　の　意　見 対　応　の　内　容

　広島市のまちぐるみ「教育の絆」プロジェクト事業経費基準では，コーディ 
ネーター，学校の教育支援活動に係る協力支援人材，体験活動に係る協力支援人
材には１時間当たり単価９２０円の報償費が支払われる。
　放課後学習会の実働時間数については，放課後学習会としての時間のみを実働
時間としている者もいれば，放課後学習会前後の準備や時間延長した指導分も含
め２０分～１時間くらいを加算している者もいた。
　Ｇ中学校学校協力者会議の学習支援に関する「学習支援活動時間数」には，学
習支援員の活動時間が，定期テストの期間中は１日３時間，水曜学習会について
は総活動時間が記載されており，１日２．５時間として算出している。
　他方で，保護者に配付した「第３回放課後学習会の実施について（お知らせ）」
においては，放課後学習会の実施時間が５０分程度と記載されており，そうする
と，上記学習支援活動時間数と，放課後学習会の実施時間数との間には，差異が
生じている。
　これは学習支援員が放課後学習会の準備を行っていた時間を計上しているため
である。ただし，この放課後学習会の準備を行っていたことについては活動記録
が作成されていない。
　文部科学省の学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金交付要綱第１９条第
２項には，「補助事業者は，前項の支出額について，その支出内容を証する書類
を整備して前項の収支簿とともに補助事業の完了又は中止若しくは廃止の日の属
する年度の翌年度から５年間保存しなければならない。」と定めている。また，
広島市契約規則第３５条第２項には「検査職員は，請負契約以外の契約について
の給付の完了の確認につき，契約書その他の関係書類に基づき，当該給付の内容
及び数量について検査を行わなければならない。」と定めている。担当課は本事
業を学校協力者会議に委託しており，これは委託契約に該当するため，本事業に
も同項が適用される。
　また，時間報告においては，「○時間」ではなく「○○:○○～○○:○○」の
採用が望ましい。これは，単に４時間と書く時と１４:００～１８:００と書く時
では緊張感が違うし，その時間の前後との整合性を考慮する動作を伴うことか 
ら，正確な時間の把握につながる。例えば昼休憩の３０分の指導であれば，３０
分でも１時間と書き間違えやすいが，１２:３０～１３:００と書くには，４時限
目の終了時間と５時限目の開始時間，昼食の時間を考えてかなり限定されてく 
る。人によって時間の感覚は異なるので，「○時間」ではなく「○○:○○～○ 
○:○○」の採用が望ましい。
　担当課においては，報償費の実働時間の管理のために，簡単に記入できる日誌
や活動記録の様式を定め，時間管理においては，「○○:○○～○○:○○」の記
入を励行すべきである。

　監査の意見を受け，Ｇ中学校学校協力者会議に
対して実働時間を記入できる活動実績簿の作成に
ついて指導するとともに，活動実績簿の様式を定
め，平成３１年２月及び同年４月に，本事業の実
施校の全てのコーディネーター及び担当教職員を
対象とした説明会を行い，その中で，活動実績簿
の作成について各校のコーディネーターに直接周
知を図った。

　　まちぐるみ「教育の絆」プロジェクト（中学校の消耗品を借用することについて）
　　　（所管課：教育委員会事務局学校教育部指導第二課）

監　査　の　意　見 対　応　の　内　容

　Ｐ中学校において，本事業のプリンターのインク代について確認したところ，
平成２９年度は，平成３０年２月２６日に黒１０本とカラー３種を各１０本（合
計４０本）で７８，９１０円購入している。なお，平成３０年度のインクの購入
を確認すると，４月から１０月までの間では１本もないとの回答を得た。
　同校によると，この事業の初年度であり，どのくらいの予算消化ができるか不
明であったため，取りあえず学校と同じプリンターを購入し，インクは学校の物
を使用していた。年度の終わりに借りていたインクを購入して返したとのことで
あった。平成３０年４月から監査に伺った１０月までの間でインクを１本も購入
していないことについて，昨年度と同様に学校のインクを借りて使用していると
の回答であった。しかし，インクを学校側から借りたという管理簿や証憑は何も
なかった。

　監査の意見を受け，Ｐ中学校学校協力者会議に
対して管理簿の作成について指導するとともに，
平成３１年２月及び同年４月に，本事業の実施校
の全てのコーディネーター及び担当教職員を対象
とした説明会を行い，その中で，学校と学校協力
者会議の間で消耗品の貸し借りや共有をする場合
には使用量等を区別するための管理簿を作成する
よう，各校のコーディネーターに直接周知を図っ
た。
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　この事業の実施主体は，各学校の学校協力者会議である。文部科学省の学校・
家庭・地域連携協力推進事業費補助金実施要領「地域学校協働活動推進事業」６
②オにおいて，「消耗品費は，各種事務用紙，事務用品，その他の消耗品とし，
備品は認められない。なお，学校やＰＴＡ等が通常使用するものと明確に区分 
し，まぎれのないようにすること。また，学校等が所有している物品等が利用で
きる場合は，極力当該物品等の利用に努めることとする。」との記載がある。
　学校側に消耗品等を返却する場合には，管理簿を作成している場合に行うべき
であり，管理簿が作成されておらず，使用した消耗品等の分量が客観的に証明で
きない場合にこのような資料上の根拠もなく消耗品等の引き渡しを行うことは相
当ではない。
　学校と学校協力者会議の間で消耗品等の貸し借りを行っている場合は，管理簿
をつけることが相当である。

　　まちぐるみ「教育の絆」プロジェクト（ルールの整備について）
　　　（所管課：教育委員会事務局学校教育部指導第二課）

監　査　の　意　見 対　応　の　内　容

　前提として，広島市は，本事業を学校協力者会議に委託している。学校協力者
会議は，広島市とは別個の存在であり，かつ，法令をもって法人格が定められて
いるわけではない団体である。広島市は，学校協力者会議に本事業を委託するに
当たり，広島市契約規則第２４条により見積書を徴しており，広島市契約規則第
２７条第２項に基づき契約書の作成を省略しつつも承諾書を徴している。
　このような団体に事業を委託する場合のルール整備について，以下に述べる。
ア　本事業の説明資料として，以下の資料の開示を受けている。
　・　「学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金交付要綱」（２０　文科生

第８１１７号　平成２１年３月３１日　文部科学大臣決定　最終改製平成２
９年３月３１日）

　・　「平成２９年度「地域学校協働活動推進事業」実施要領Ｑ＆Ａ」（平成２
９年２月２３日・文部科学省生涯学習政策局社会教育課地域・学校支援推進 
室）

　・　「平成２９年度「学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金」について」
（事務連絡　平成２９年３月３１日　文部科学省生涯学習政策局　社会教育
課地域・学校支援推進室）

　・　「学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金実施要領（学校を核とした
地域力強化プラン）」（平成２７年３月３１日一部変更：平成２９年３月３１
日　生涯学習政策局長・初等中等教育局長決定）

　　広島市は，上記資料中の地域学校協働活動推進事業として，まちぐるみ「教
育の絆」プロジェクトを実施している。

　　ところが，「まちぐるみ『教育の絆』プロジェクト事業実施要項」と「仕様 
書」には，国の地域学校協働活動推進事業との関連性が何ら記載されていな 
い。そして，担当課は，本事業を実施する学校協力者会議に対して，「学校・ 
家庭・地域連携協力推進事業費補助金交付要綱」「平成２９年度「地域学校協
働活動推進事業」実施要領Ｑ＆Ａ」「学校・家庭・地域連携協力推進事業費補
助金実施要領（学校を核とした地域力強化プラン）」を配布していない。

　　したがって，「まちぐるみ『教育の絆』プロジェクト事業実施要項」と「仕 
様書」に国の地域学校協働活動推進事業との関連性を明記して，上記資料も配
布するなど，その内容を周知するとともに，国と広島市とのルールと整合する
よう，広島市の「まちぐるみ『教育の絆』プロジェクト事業実施要項」と「仕
様書」を整備する必要がある。さらに，広島市と学校協力者会議とが別個の団
体であることから，次項以下について十分な整備をされたい。

イ　「まちぐるみ『教育の絆』プロジェクト事業実施要項」と「仕様書」には，
本事業の目的や内容は示されているものの，委託料をどのような経費に使用し
てよいかを定めた項目が存在しない。詳細な経費の用途については，担当課に
よる年度当初の説明会で「まちぐるみ『教育の絆』プロジェクト事業経費基 
準」を示している。しかし，これに法的拘束力を持たせるためには，学校協力
者会議の承諾書による承諾の対象となる形式，すなわち通常は仕様書中に例え
ば，「本事業のために支出することができる経費の範囲は，別紙事業経費基準
に定めるとおりである。」などと記載することにより，仕様書と事業経費基準
とが一体となった形式をもって定める必要がある。また，その内容について 
も，上記文部科学省の資料を参照するとともに，行政コストなども勘案し，よ
り詳細に定められることが望ましい。

　　担当課は，本事業を実施する学校協力者会議に対して，購入できる物品は，
１個が２０千円以内のものであると指導していた。しかし，このことは，「ま
ちぐるみ『教育の絆』プロジェクト事業実施要項」にも「仕様書」にも明記さ
れていない。「学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金実施要領（学校を
核とした地域力強化プラン）」１５頁には，「備品とは，１個当たり金額が３万
円以上とする。ただし，各地方公共団体の会計基準等に基づく規定がある場合
はこの限りではない。」「放課後等の地域学校協働活動に必要な備品の整備に係
る経費は，各地域の実情（活動の実施日数や対象とする子供の数等）に応じて

　平成３１年２月に「教育の絆」プロジェクト実
施校全てのコーディネーター及び担当教職員を対
象とした説明会を行い，その中で，国の実施要領
やＱ＆Ａを配布した上，本事業の経費基準を改め
て示して各校のコーディネーターに直接周知徹底
を図った。
　また，監査の意見を受け，平成３１年度からは，
本事業の委託に係る実施要項及び仕様書について
見直しを行い，仕様書の「５　委託料」の項目に
「　本事業は，文部科学省の地域学校協働活
動推進事業として実施しているため，「学校・家 
庭・地域連携協力推進事業費補助金実施要領（学
校を核とした地域力強化プラン）」を遵守するこ
と。」，「　本事業実施要項の４　事業の内容の
実施に係る経費として，報償費，旅費，消耗品 
費，通信運搬費，保険料，雑役務費として，別紙　
経費基準を対象とする。」という表現を加えた。
　また，別紙経費基準に「備品（単価２万円以上
の物品）の購入は認められない。」旨明記すると
ともに，費用を使用することができる範囲を記載
した。
　広島市が検査する旨を定めることについては，
実施要項の「３　実施方法」の項目を「実施校
の学校協力者会議は，事業実施前に事業実施計画
書と事業実施予算書を，事業実施後に事業実施報
告書と事業実施決算書を教育委員会学校教育部指
導第二課長に提出する。」と改め，実施校の学校
協力者会議運営規程に「協力者会議に１名の監査
を置き，まちぐるみ『教育の絆』プロジェクト事
業の経理を監査し，その結果を協力者会議に報告
する。」という監査に係る条文を入れることを周
知徹底した。
　さらに，広島市立中学校の施設・備品を無償で
使用することの記載については，仕様書にある別
紙経費基準に「学校等が所有している物品等が利
用できる場合は，極力，その利用に努める。」旨
を記載した。
　なお，委託料で購入できる物品から備品を除外
することを別紙経費基準に明記したため，今後は
所有権の帰属に係る問題は生じないと考える。
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積算しても差し支えないが，１か所当たり２１０千円を上限とする。」と記載
されている。

　　そうすると，担当課が上記のように指導するのであれば，「まちぐるみ『教
育の絆』プロジェクト事業実施要項」と「仕様書」に備品購入の可否や購入可
能物品が２０千円以内であることを記載すべきである。また，費用を使用する
ことができる範囲を記載すべきである。

ウ　「まちぐるみ『教育の絆』プロジェクト事業実施要項」には，広島市が学校
協力者会議による委託料の使途について検査する旨が定められていないので，
これを定めるべきである。

エ　「まちぐるみ『教育の絆』プロジェクト事業実施要項」には，
　・　委託料で購入した物品の所有権の帰属（広島市に帰属すると定めることが

できればそれが望ましい。）
　・　学校協力者会議は，本事業遂行のために必要な範囲で，広島市立中学校の

施設・備品を無償で使用することができる旨を定めるべきである。

　　まちぐるみ「教育の絆」プロジェクト（成果の共有と改善について）
　　　（所管課：教育委員会事務局学校教育部指導第二課）

監　査　の　意　見 対　応　の　内　容

　まちぐるみ「教育の絆」プロジェクト事業について効果の観察と改善を意識的
に行う必要性が高い。そのために，本事業実施中学校及びその学校協力者会議の
担当者が集まって，事業の取組方法やその成果について，情報交換や意見交換を
行い，書面の形式で残すなどして，継続的に改善方法を策定し，その成果を集積
していくことが望ましい。

　当該事業は，毎年度始めに，各学校のコーディ
ネーター及び担当教職員を対象とした説明会を行
い，指導第二課から事業の概要や委託契約に係る
事務手続についての説明を行っている。年度中に
も研修会を開催し，各学校の取組状況についての
情報交換や講師を招いての講義・演習を行い，包
括外部監査人から指摘を受けた事項及びその対応
策を集積した資料を配布して事例紹介を行うこと
により，他校において発生した事例は自校におい
ても発生し得るという意識を持たせるなど，コー
ディネーターの資質能力の向上を図るとともに，
コーディネーター同士の連携強化を図り，本事業
が充実したものになるよう努めている。
　また，教育委員会事務局の指導主事が本事業の
実施校を随時訪問し，本事業の実施状況を把握す
るとともに，適切なアドバイスを行っている。
　今後も，まちづくり「教育の絆」プロジェクト
事業が効果的・効率的に実施されるよう継続して
取り組んでいく。



広島市監査公表第４号　

令和４年２月１６日　

　令和３年１２月２１日付け第１１５９号で受け付けた広島市職

員に関する措置請求について，その監査結果を地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２４２条第５項の規定により，別紙のと

おり公表する。

広島市監査委員　政　氏　昭　夫　

同　　　　　　　井　戸　陽　子　

同　　　　　　　宮　崎　誠　克　

同　　　　　　　森　畠　秀　治　

広 監 第 １ ５ ２ 号　

令和４年２月１６日　

請求人

（略）

広島市監査委員　政　氏　昭　夫　

同　　　　　　　井　戸　陽　子　

同　　　　　　　宮　崎　誠　克　

同　　　　　　　森　畠　秀　治　

　　　広島市職員に関する措置請求に係る監査結果について

（通知）

　令和３年１２月２１日付け第１１５９号で受け付けた広島市職

員に関する措置請求（以下「本件措置請求」という。）について，

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第５項の規定

により監査を行ったので，その結果を同項の規定により次のとお

り通知する。

第１　請求の要旨

　　本件措置請求に係る広島市職員措置請求書に記載された内容

は，以下のとおりである。

　　技能業務職の給与支給に関する措置請求の要旨

　１　請求の要旨

　　　請求の対象となる職員　技能業務職の給与支給に関わる

職員

　　　技能業務職の給与支給が不当であるとする理由

　　　　令和３年９月２９日市人事委員会は，職員の給与等に関

する報告及び勧告を行っています。

　　　　職員給与関係資料も報告されており，技能業務職の平均

給与月額は，３９２，６５７円となっています。（添付資料
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１参照）

　　　　技能業務職は，１～３級の係員相当の職員で構成されて

おり（添付資料２参照），１～８級の役職者を含む人員構

成の行政職の平均給与月額３６８，８２２円を，（添付資料

１参照）２３，８３５円も上回っており不当です。

　　　広島市に与える損害

　　　　行政職の１～３級と同じであるべきとして比較表を作成

しました。（添付資料３参照）

　　　　試算すると，行政職の１～３級３，００７人の平均給与

月額は，２８２，９３０円となり，その較差は，１０９，７

２７円です。

　　　　特別給支給額計算基礎額にも較差１１６，７１５円があ

り，年収較差は，支給月数４．３０月で計算して，１人当

たり平均約１８２万円となります。

　　　　職員数６１７人で計算すると，市に与える損害は，約１

１億円となります。

　　　要求する措置

　　　ア　技能業務職の給与がこのように高額になった原因とし

ては，以下の事が推測されます。

　　　　　しかし，職務内容を勘案すると，行政職の１～３級の

年収額を上回って給与を支給する理由はないと思いま

す。このような高額な給与になった「真の原因」を追求

し，再発防止対策と共に，公表回答し，適正な給与支給

を行う事を要求します。

　　　　ア　平均年齢が，４８．７歳と高齢である。（添付資料４

参照）

　　　　イ　民間給与との月例給比較が，行政職のみで行われて

いる。（添付資料５参照）

　　　　ウ　特別給は，支給月数を比較しているにも関わらず，

同様の職種とみられる民間技能・労務等従業員の支給

月数３．６６月を無視して年間の平均４．３０月で支給

している。（添付資料６参照）

　　　　エ　民間における定期昇給の実施状況と異なる定期昇給

を実施している。（添付資料７参照）等。

　　　イ　その他の職種等についても，当然適正な給与支給と

なっているかの疑いがもたれます。

　　　　　以下について，公表回答し，適正な給与支給を行って

いると証明する事を求めます。

　　　　ア　行政職給料表と他の職種給料表を職位別給与等で比

較し，適正である事を証明する。

　　　　イ　医療職には，コロナで低賃金が問題化した看護師と

同様業務を行うとして給与支給されている職員が相当

数在籍していると思われます。具体的に民間平均給与

との給与比較を行う事で，適正な給与支給である事を

証明する。

　　　　ウ　役職者や管理職者には，特別給の加算条例が制定さ

れ増額支給されています。

　　　　　（一般職員の職員の給与に関する条例参照）

　　　　　　民間企業で，月例給に無い手当を支給額計算給料月

額に加えてボーナスを支給する企業はありません。増

額支給できる根拠を回答する事で，適正な給与支給で

ある事を証明する。

　　　　エ　給与比較を行っている行政職の人員構成を見ますと

（添付資料８参照），課長相当（６級）３３７人，課

長代理相当（５級）８１５人，係長相当（４級）１，

２１４人，係員相当（１～３級）３，００７人となっ

ています。

　　　　　　課長相当１人に対し，課長代理相当（２．４人），係

長相当（３．６人）と，課長代理相当や係長相当が異

常に多い人員構成です。

　　　　　　課長相当自体も，人事課等のように１課に２人の課

長が存在しています。

　　　　　　役職者が多ければ，当然平均給与も高くなります。

　　　　　　人員構成が，民間企業と比較して適正である事を回

答して，適正な給与支給である事を証明する。

　　　　オ　民間における特別給の支給状況を見ますと（添付資

料６参照），年間の平均４．３０月は，職員の人員構成

に合わせて求めたものとなっています。

　　　　　　民間の支給割合は，民間従業員の人員構成に合わせ

て求めるのが常識と思います。

　　　　　　職員の人員構成に合わせて年間の平均を求める事が

正しい事を回答して，適正な給与支給である事を証明

する。

　　（事実を証する事実証明書として次の書類が提出されている

が，添付を省略する。）

　　【添付資料１】職員給与関係資料　第３表職員の給料表別平

均給与月額　Ｐ３０～３１

　　【添付資料２】職員給与関係資料　第４表－　技能業務職

給料表　Ｐ４８

　　【添付資料３】令和３年度広島市職員給与比較資料

　　【添付資料４】職員給与関係資料　第１表職員の給料表別人

員，平均年齢，平均経験年数　Ｐ２８

　　【添付資料５】「給与勧告」別紙第１報告　３－　月例給　

Ｐ５

　　【添付資料６】「給与勧告」別紙第１報告　２－　特別給　

Ｐ３

　　【添付資料７】「給与勧告」別紙第１報告　２－　第３表　

Ｐ４

　　【添付資料８】職員給与関係資料　第４表－　行政職給料

表　Ｐ３２～３３

第２　請求の受理

　　本件措置請求は，地方自治法第２４２条第１項の所定の要件

を具備するものと認め，令和４年１月１３日に，令和３年１２

月２１日付けでこれを受理することを決定した。

第３　監査の実施
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　１　請求人による証拠の提出及び陳述

　　　地方自治法第２４２条第７項の規定に基づき，請求人に対

し，証拠の提出及び陳述の機会を設けたところ，請求人から

はこれによる新たな証拠の提出はなかったが，令和４年１月

２４日に本件措置請求の要旨に沿っておおむね次のとおり陳

述を行った。

　　　技能業務職の給与の支給は定期昇給や給料表の在り方か

らみて適正でないこと。

　　　そのほか，人事委員会が給与勧告を行うため実施してい

る調査が不正であることや，給与勧告における特別給の支

給月数に合理性がないことから行政職その他の職の給与支

給は適正でないこと。

　２　広島市長の意見書の提出及び陳述

　　　広島市長に対し，意見書及び関係書類等の提出を求めたと

ころ，令和４年１月２０日付け広人給第５９号により意見書

が提出された。なお，陳述は行われなかった。

　　　意見書の主な内容は，以下のとおりである。

　　　事実

　　　　技能業務職員の給与は，技能業務職員の給与に関する規

則（以下「技能業務職員給与規則」という。）に基づき支

給している。また，技能業務職員以外の職員の給与は，一

般職の職員の給与に関する条例（以下「給与条例」とい 

う。）に基づき支給している。

　　　本市の意見の趣旨

　　　　本件措置請求は，理由がないものである。

　　　本市の意見の理由

　　　　技能業務職員の給与は技能業務職員給与規則に基づき，

また，技能業務職員以外の職員の給与は給与条例に基づき

適正に支給しており，本件措置請求は理由がないものであ

る。

　　　　請求人は，技能業務職員の給与が高額であること及び技

能業務職員以外の職員についても適正な給与支給が行われ

ているか疑いが持たれることを主張しているので，以下，

この点について述べる。

　　　ア　地方公務員の給与の決定原則について

　　　　ア　人事委員会の勧告制度

　　　　　　地方公務員の給与等の勤務条件については，地方公

務員の労働基本権制約の代償として，公務員の給与等

の勤務条件を民間の水準と均衡させるため，第三者機

関である人事委員会による客観的な調査結果に基づく

勧告制度（人事委員会勧告）がとられており，地方公

共団体は，人事委員会勧告を最大限尊重しなければな

らない。

　　　　イ　技能業務職員の取扱い

　　　　　ａ　地方公営企業等の労働関係に関する法律及び地方

公営企業法の適用

　　　　　　　地方公務員法第４条の規定により，同法の規定 

は，一般職に属する全ての地方公務員に適用するこ

ととされている。

　　　　　　　一方，技能業務職員については，地方公務員法第

５７条の規定によって，この法律に対する特例を別

に法律で定めるとされ，この特例として，地方公営

企業等の労働関係に関する法律附則第５項の規定に

より，技能業務職員の労働関係その他身分取扱いに

ついては，同法（第１７条を除く。）並びに地方公

営企業法第３８条及び第３９条の規定が準用される。

　　　　　ｂ　地方公務員法の適用除外

　　　　　　　地方公務員法第２４条第５項の規定により，地方

公共団体の職員の給与，勤務時間その他の勤務条件

は，条例で定めることとされている（条例主義の原

則）。

　　　　　　　一方，技能業務職員については，地方公営企業法

第３９条第１項の規定により他の法律の適用除外等

が定められており，地方公務員法の条例主義の原則

や人事委員会勧告などの規定が適用除外されている。

　　　　　　　また，地方公営企業法第３８条第４項の規定によ

り，技能業務職員については給与の種類と基準のみ

を条例で定めることとされており，給料表や諸手当

については地方公共団体の長の規則などによって定

めることとなる。

　　　イ　本市の技能業務職員の給与

　　　　　本市の技能業務職員の給与については，給与条例附則

第４項において給与条例の給料表の適用を受ける職員の

給与を基準とすることを定め，同項の規定に基づく技能

業務職員給与規則に，技能業務職員に適用すべき給料表

（以下「技能業務職給料表」という。）を定め，諸手当

については給与条例の適用を受ける職員の例によると定

めている。

　　　　ア　技能業務職給料表

　　　　　　技能業務職給料表は，行政職給料表に準拠した改定

を行っている。これは，技能業務職員も同一の地方公

共団体に勤務する公務員であり，人事委員会勧告に基

づき改定を行う行政職給料表に準拠した改定を行うこ

とが，給与の公正性を確保する上で合理的であるから

である。

　　　　イ　諸手当

　　　　　　諸手当は，各職員の生活実態や勤務条件の違いなど

を全て給料で具体的に措置することが技術的に困難で

あるため，給料に対する一種の補完的な給与として設

けられるものであり，技能業務職員を区別する理由は

なく，給与条例の適用を受ける職員と同様に支給して

いる。期末・勤勉手当についても，本市を含む全ての

政令指定都市において，技能業務職員と給与条例の適

用を受ける職員の支給月数は同じである。

　　　　ウ　行政職給料表適用職員との比較

　　　　　ａ　令和３年度の初任給

　　　　　　　採用時１８歳の初任給は，行政職給料表適用職員
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では１６１，９２０円，技能業務職員では１６２，０

３０円と同水準であり，採用時２２歳の初任給は，

行政職給料表適用職員では１９７，４５０円，技能

業務職員では１７７，３２０円と，行政職給料表適

用職員が技能業務職員を上回る。

　　　　　ｂ　給料水準

　　　　　　　令和３年４月１日時点の技能業務職員と行政職給

料表の１級から３級までの職員の給料月額を，学歴

別，経験年数別に対比させて比較（ラスパイレス比

較）すると，技能業務職員の給料水準は，行政職給

料表適用職員の９５％であり，行政職給料表適用職

員を上回る状況にはない。

　　　　　ｃ　令和３年人事委員会勧告参考資料の平均給与月額

　　　　　　　請求人は，令和３年人事委員会勧告参考資料によ

ると，技能業務職員の平均給与月額が行政職給料表

適用職員を上回っていると主張する。しかしなが

ら，これは，技能業務職員は業務の委託や執行体制

の見直し等により新規採用者が減少傾向にある一方

で，行政職給料表適用職員は，近年，大量採用が続

いたため，技能業務職員の平均年齢（４８．７歳）

が行政職給料表の１級から３級までの職員の平均年

齢（３０．８歳）を１７．９歳上回っており，それに

伴い平均給与月額についても技能業務職員が行政職

給料表適用職員を上回っているもので，給料水準を

理由とするものではない。

　　　ウ　本市の技能業務職員以外の給与

　　　　　本市の技能業務職員以外の給与は，給与条例に基づき

支給している。その給与水準は，前述のとおり民間の水

準と均衡している。

　　　　　以上のとおり，技能業務職員の給与は技能業務職員給

与規則に基づき，また，技能業務職員以外の職員の給与

は給与条例に基づき支給しており，適正なものである。

　３　監査対象の特定

　　　請求人は，請求の趣旨として，平均年齢が高齢であること

や民間給与との月例給比較が行政職のみで行われていること

などを理由として，技能業務職の平均給与月額が行政職の平

均給与月額を上回っていることが不当であるとしている。

　　　このため，個々の給与支給が不当であると主張していない

ようにも見えるが，本件措置請求の事実証明書として添付さ

れた令和３年広島市職員給与等実態調査の結果に掲げられる

平均給与月額は，令和３年４月に個々の技能業務職の職員に

対し支給された給与から算出されたものであることから，請

求人は，同月になされた技能業務職の職員に対する給与支給

が違法又は不当な公金の支出であると主張していると認めら

れる。

　　　住民監査請求は個別具体的な財務会計行為等を対象とする

ものであることから，この点について監査することとし，そ

の余については監査しない。

　４　監査の着眼点

　　　本市の技能業務職員に対する給与支給が違法又は不当であ

るか。

　５　監査の実施

　　　請求人から提出された広島市職員措置請求書及び事実を証

する書類並びに広島市長から提出された意見書のほか関係書

類を確認するとともに，関係職員への聴取り調査を行った。

第４　監査の結果

　１　事実の確認

　　　技能業務職給料表について

　　　　地方公務員法第５７条に規定する単純な労働に雇用され

る職員，すなわち本市の技能業務職員の給与については，

地方公営企業等の労働関係に関する法律附則第５項におい

て準用する地方公営企業法第３８条第４項の規定による給

与条例附則第４項では，この条例の給料表の適用を受ける

職員の給与を基準とし，その職務と責任の特殊性を考慮し

て別に定めるとされ，これを受け，技能業務職員給与規則

において技能業務職給料表を定めるとともに，給与の支給

方法などについて給与条例の適用を受ける職員の例による

としている。

　　　　その技能業務職給料表の改定については，例年，人事委

員会勧告に基づいた一般職の職員の給料表の改定に準拠し

て行われている。なお，令和３年度の人事委員会勧告に月

例給の改定がなかったため，その際の改定は行われていな

い。

　　　　次に，技能業務職給料表の給与水準については，広島市

長から提出された意見書にあるとおりであるが，特に請求

人からあった行政職給料表と比して高額であるという点に

ついては，本市の行政職給料表の適用を受ける職員と技能

業務職員の年齢構成が異なっていることから，令和３年４

月１日時点の技能業務職員と行政職給料表の１級から３級

までの職員の給料月額を，学歴別，経験年数別に対比させ

るラスパイレス方式で比較したところ，技能業務職員の給

与月額が行政職給料表の１級から３級までの職員の給与月

額を約５ポイント下回っていた。

　　　技能業務職に対する給与支給について

　　　　人事委員会が令和３年４月１日現在で実施した令和３年

広島市職員給与等実態調査の対象となった技能業務職員

は，業務員や調理員などが６１７人いるとされ，また，そ

の職務の級としては，例えば清掃業務員では，主に，業務

員（１級），技術員（２級），清掃指導員（３級）というよ

うに区分されている。

　　　　この技能業務職員に対する毎月の給与支給は，給与担当

課である企画総務局人事部給与課，下水道局経営企画課，

議会事務局総務課及び教育委員会事務局総務部総務課にお

いて，人事・給与システム及び財務会計システムを使用し

て費目別支給明細書兼支給依頼書や支出命令書などの関係
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帳票を出力し，これにより給与支給の決定及び会計管理者

への支出命令が担当課長の決裁を経た上で行われている。

　　　　また，令和３年４月分の技能業務職員に対する給与支給

を監査委員において抽出して監査したところ，適法かつ正

確に行われていることを確認した。

　２　判断

　　　１により確認した事実を基に，本件措置請求について次の

とおり判断した。

　　　請求人の請求の趣旨は，技能業務職の平均給与月額が行政

職の平均給与月額を上回っていることが不当であるというも

のであるが，これについて，監査委員は，第一に，技能業務

職給料表は違法又は不当ではないか，第二に，その技能業務

職給料表に基づき，個々の技能業務職員に対してなされた給

与支給が違法又は不当ではないかという点から監査した。

　　　その結果，第一の点については，１で確認したとおり，本

市の技能業務職給料表は法令に従って適正に定められてお

り，また，その給与水準は，技能業務職員と行政職１級から

３級の職員の給与月額をラスパイレス比較した結果などを見

ても，その職務と責任の特殊性を考慮したものとなっている

と認められたことから，技能業務職給料表に違法又は不当は

ないと認められる。

　　　第二の点については，技能業務職給料表に基づく個々の技

能業務職員に対する令和３年４月分の給与支給について抽出

して監査したところ，１で確認したとおり，適正に行われて

いた。

　　　よって，本件措置請求がされた技能業務職員に対する給与

支給は違法又は不当な公金の支出には当たらない。

　３　結論

　　　請求人の行った本件措置請求については，理由がないもの

であり，請求を棄却する。




